
九
電
力
企
業
と
減
価
償
却

2
・
5

は
じ
め
に

一
電
力
再
編
成
と
減
価
償
却

ω
電
力
再
編
成
期
の
電
力
企
業

同
資
産
再
評
価

二
減
価
償
却
の
規
定
(
以
上
、
第
三
十
五
巻
第
一
号
所
載
)

三
減
価
償
却
の
実
態

川
九
電
力
の
減
価
償
却

川
主
要
電
力
企
業
の
減
価
償
却

同
九
電
力
の
実
質
利
益
(
以
上
、
第
三
十
五
巻
第
二
号
所
載
)

四
設
備
投
資
と
資
金
の
源
泉

川
設
備
投
資
の
資
金
源
泉

川
設
備
投
資
と
合
理
化

五
電
気
料
金
と
減
価
償
却

川
戦
後
の
電
力
原
価
高
騰

川
電
気
料
金
制
度
の
確
立

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
〉

大

橋

英
一
六
七

五



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
二
・
完
)

一
六
八

川
定
率
法
償
却
の
導
入

む
す
び
に
か
え
て
(
以
上
、
本
号
所
設
)

四

設
備
投
資
と
資
金
の
源
泉

(1) 

設
備
投
資
の
資
金
源
泉

九
電
力
企
業
の
資
本
蓄
積
の
状
況
を
設
備
投
資
の
動
向
と
資
金
の
源
泉
と
い
う
側
面
か
ら
分
析
し
な
が
ら
、
減
価
償
却
の
は
た
し
た
役

割
を
分
析
し
よ
う
。

電
力
企
業
の
設
備
投
資
と
資
金
の
源
泉
に
つ
い
て
、
ま
ず
九
電
力
再
編
成
前
後
の
状
況
を
第
却
表
に
よ
っ
て
分
析
す
る
。
第
お
表
は
、

電
力
企
業
の
総
エ
事
資
金
と
資
金
調
達
の
源
泉
を
示
し
た
。
第
お
表
で
は
銀
行
等
か
ら
の
借
入
金
項
目
等
に
つ
い
て
は
、
当
該
年
度
の
借

入
額
と
返
済
額
の
差
額
で
あ
る
借
入
金
の
純
増
加
額
を
示
し
て
い
る
。
従
っ
て
、
と
く
に
九
電
力
設
立
以
降
に
設
備
投
資
が
本
格
化
す
る

に
と
も
な
っ
て
債
務
償
還
に
あ
て
ら
れ
る
べ
き
資
金
は
莫
大
な
も
の
と
な
る
が
、
こ
の
間
の
状
、
況
は
的
確
に
把
握
で
き
な
い
。
例
え
ば
、

昭
和
三
四
年
度
に
つ
い
て
み
る
と
、
九
電
力
合
計
で
総
工
事
資
金
が
二
、

一
八
六
億
円
で
あ
る
の
に
対
し
て
債
務
償
還
額
は
一
、
三
八
一

億
円
に
も
達
し
て
い
る
。
し
か
し
、
第
部
表
で
は
、
総
工
事
資
金
の
源
泉
を
分
析
す
る
と
い
う
視
角
か
ら
債
務
償
還
の
た
め
の
資
金
使
途

に
つ
い
て
は
省
略
し
た
。

ま
ず
、
第
お
表
に
よ
っ
て
九
電
力
設
立
前
の
状
況
を
み
る
と
、
資
金
調
達
額
の
う
ち
で
、
財
政
資
金
が
き
わ
め
て
大
き
な
割
合
を
占
め

て
い
る
。
こ
れ
は
、
す
で
に
「
電
力
再
編
成
期
の
電
力
企
業
」
に
お
い
て
検
討
し
た
よ
う
に
、
終
戦
直
後
の
電
気
事
業
の
低
収
益
性
の
な

か
で
、
戦
災
設
備
の
復
旧
補
修
を
異
常
な
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
も
と
で
展
開
す
る
た
め
に
、
大
量
の
国
家
資
金
が
投
入
さ
れ
た
こ
と
に



よ
る
。
財
政
資
金
は
も
っ
ぱ
ら
復
金
融
資
が
こ
れ
に
あ
て
ら
れ
、
昭
和
二
コ
一
年
度
に
印
調
達
総
額
の
八
八
・

O
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
達
し

た
。
昭
和
二
四
年
度
以
降
は
、
見
返
資
金
が
そ
れ
を
引
き
継
ぎ
、
二
四
年
度
に
は
調
達
総
額
の
四
一
・
一
ニ
パ
ー
セ
ン
ト
、
二
五
年
度
に
は

コ
二
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
が
融
資
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
電
力
企
業
に
対
し
て
は
、
協
調
融
資
の
斡
旋
と
し
て
の
社
債
の
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
、

失
権
株
引
受
け
の
斡
旋
を
通
し
て
、
日
銀
が
電
力
の
設
備
資
金
調
達
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
は
た
し
た
。
基
幹
的
な
産
業
と
し
て
の
電

力
資
本
に
対
し
て
国
家
お
よ
び
金
融
資
本
は
独
占
資
本
全
体
の
維
持
の
た
め
に
強
力
な
援
助
を
展
開
し
た
。

電
力
産
業
で
は
、
昭
和
二
六
年
の
電
力
再
編
成
以
降
、
設
備
投
資
が
本
格
的
に
展
開
さ
れ
た
。
総
工
事
資
金
は
、
昭
和
二
七
年
以
降
に

つ
い
て
み
る
と
、
三
七
年
に
一
千
億
円
を
超
過
し
て
以
来
急
激
に
増
加
し
て
い
る
状
、
況
が
わ
か
る
。
さ
ら
に
開
銀
の
調
査
に
よ
っ
て
、
設

備
資
金
の
年
度
別
純
増
加
額
の
状
況
を
昭
和
二
六
年
度
か
ら
三
六
年
度
ま
で
に
つ
い
て
み
る
と
、
こ
の
期
間
に
二
兆
四
、
八
五
三
億
円
の

設
備
資
金
が
投
下
さ
れ
、
こ
の
額
は
当
該
期
間
の
全
産
業
の
調
達
設
構
資
金
額
の
一
八
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
当
る
も
の
で
あ
っ
時
。
こ

う
し
た
設
備
資
金
の
調
達
の
状
、
泌
を
第
お
表
に
よ
っ
て
み
る
と
、
戦
後
の
復
旧
、
補
修
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
は
た
し
て
き
た
財
政
資

金
が
、
引
き
継
い
で
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る
。
昭
和
二
六
年
度
に
は
三
七
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
、
き
ら
に
昭
和
二
七

t
二
九
年
度
に
か

け
て
も
コ
一

O
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
の
額
を
財
政
資
金
に
よ
っ
て
確
保
し
て
い
た
。
そ
の
後
も
財
政
資
金
が
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
た
こ
と

が
わ
か
る
。
ま
た
、
興
銀
、
長
銀
さ
ら
に
市
中
銀
行
、
信
託
銀
行
、
生
命
保
険
団
か
、
り
の
融
資
が
増
大
し
て
き
て
い
る
。
と
く
に
市
中
銀

行
の
融
資
は
、
昭
和
二
八
年
、
三
二
年
に
は
増
大
し
、
昭
和
一
ニ

O
年
、
一
ニ
四
年
に
は
減
少
す
る
と
い
う
よ
う
に
、
増
資
お
よ
び
世
界
銀
行

か
ら
の
融
資
等
が
減
少
す
る
の
に
対
応
し
て
増
大
し
、
ま
た
電
力
企
業
の
収
益
性
が
向
上
し
て
内
部
資
金
の
増
大
に
と
も
な
っ
て
減
少
し

て
い
る
。
市
中
銀
行
か
ち
の
融
資
は
、
資
金
量
で
は
弾
力
的
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
電
力
企
業
の
資
金
調
達
を
完
結
す
る
と
い
う
意
味

で
不
可
欠
な
役
割
を
は
た
し
て
き
た
。
ま
た
、
民
間
借
入
金
は
、
財
政
資
金
の
減
少
に
対
応
し
て
増
大
し
て
き
て
お
り
、
信
託
銀
行
、
生

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
一
・
完
)

一
六
九
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下
資
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力
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業
と
減
価
償
却
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34 

99，240 130，690 116，382 町一川 188，046 223，104 218，585 

18，468 29，828 34，936 61，372 61，785 49，524 59，169 75，117 
12，910 18，534 25，320 33，363 35，670 36，673 44，525 54，591 
13，247 13，254 11，570 1，743 11， 180 18，507 33，343 43，147 
9，466 10，482 7，116 15，263 37，085 26，267 37，431 46，131 
18，581 14，243 13，544 12，413 12，471 16，176 15，994 
15，722 6，781 "" 7，832 10，222 37，158 20，512 "'17，089 
7，708 4，198 7，758 4，666 7，673 12，465 16，038 

152 3，839 5，709 1，823 13，921 14，483 15，968 
1，373 5，837 5，661 348 A 568 13，567 10，188 

32，175 38，904 30，657 20，386 13，604 24，847 17，909 16，295 
ム 3，588 '" 5，162 '" 2，795 "" 2，544 '" 1，650 企 1，754 '" 1，951 '" 3，204 
99.240 130，690 116，382 121，060 151，476 188，046 223，104 218，585 

33 32 31 30 29 28 27 

る。

る。

一七
O

命
保
険
の
比
重
が
増
大
し
て
き
て
い
る
。
社
債
に
つ
い
て

も
、
着
実
に
増
大
し
て
き
て
お
り
、
昭
和
三
一
年
度
以
降
は

一
Q
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
に
も
な
っ
た
。
と
く
に
、
昭
和
一

年
度
に
は
全
体
の
二
四
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
以
上
の
よ
う
な
財
政
資
金
、
民
間
借
入
金
、
社

債
に
よ
る
資
本
調
達
の
増
大
は
、
他
産
業
に
比
較
し
て
も
金

利
が
低
水
準
で
あ
っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
い
る
。
こ
の
低
金
利

に
つ
い
て
日
本
興
業
銀
行
の
分
祈
は
次
の
よ
う
に
指
摘
し
て

い
る
。
社
債
、
借
入
金
、
割
引
手
形
の
期
首
期
末
平
均
を
期

中
平
均
残
と
仮
定
し
て
期
中
支
払
利
息
を
こ
れ
で
除
し
て
平

均
金
利
を
算
出
し
て
み
る
と
製
造
工
業
で
は
一
二
一
年
下
期

入
・
九
三
パ
ー
セ
ン
ト
、
二
三
年
下
期
九
・
四

O
パ
l
セ
ン

ト
と
な
る
。
こ
れ
に
対
し
電
気
議
は
建
設
勘
定
振
替
利
息

(
固
定
資
産
の
建
設
の
た
め
に
充
当
し
た
資
金
に
対
す
る
そ

の
工
事
期
間
中
の
利
息
を
固
定
資
産
の
建
設
価
額
に
振
替
算

入
す
る
も
の
で
、
直
ち
に
損
金
と
し
て
は
落
さ
な
い
利
息
)

作表。

を
加
え
て
同
様
に
算
出
す
る
と
、
コ
二
年
下
期
七
・
六

O
パ
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47，430 
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14，974 
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5，528 

1，939 100 1，011 

207 

287 

18，075 

2，584 

47，430 

10，000 9，793 18，549 2，205 135 

総工事資金

資金調達

内部留保

内，減価償却

資

i貴

行

行

行

団

行

金

他

計

25 24 23 22 21 昭和年度

長銀

中銀

託銀

険

界銀

政資

。〉

増

社

興

市

信

保

世

財

そ

合

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
了
完
〉

31，652 

注 (1) 昭和21年-25年は，日発及び九配電会社， 26年以降は九電力会社の合計値であ

(2) r財政資金」は，昭和21年-23年は復金融資であり， 24年以降は開銀融資であ
(3) 負債については，借入額と返済額の差額としての純増加額の値である。

(4) W財政投融資資料~ (昭和35年度〉大蔵省理財局資金課. 236-237ページより

23，708 21，004 4，427 725 

1
セ
ン
ト
、
一
二
二
年
下
期
七
・
六
九
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
て

他
産
業
に
比
し
低
金
利
と
な
っ
て
い
る
と
い
う
。
ま
た
、

二
年
下
期
末
の
電
力
会
社
の
社
債
及
び
借
入
金
の
平
均
レ

l

ト
を
有
価
証
券
報
告
書
等
に
よ
フ
て
算
出
す
る
と
社
債
の
表

面
レ

l
ト
は
七
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
(
発
行
者
利
廻
九
・
一
パ

1
セ
ン
ト
)
借
入
金
七
・
六

t
七
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
の
う
ち

長
期
借
入
金
七
・
五

t
七
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
い

る
。
さ
ら
に
、
以
上
の
よ
う
な
電
気
業
の
借
入
レ

I
ト
が
他

産
業
に
比
し
て
低
い
の
は
、
低
利
の
財
政
資
金
の
比
重
が
大

さ
い
こ
と
(
開
銀
借
入
レ

l
ト
は
年
六
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
)
、

社
債
は
事
業
債
中
最
も
低
利
の
粂
件
で
出
し
て
い
る
と
と

(
現
行
発
行
者
利
廻
八
・
六
八
六
パ
ー
セ
ン
ト
、

一
般
事
業

償
九
・
}
二
-
パ
ー
セ
ン
ト
)
、
市
中
借
入
金
も
最
も
低
利

で
借
入
が
出
来
る
こ
と
、
ま
た
少
額
で
は
あ
る
が
低
利
の
外

(
川
叩
〉

資
を
導
入
し
て
い
る
こ
と
な
ど
に
よ
る
。

一
方
、
増
資
の
状
況
を
み
る
と
、
必
ず
し
も
大
き
な
比
重

を
占
め
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
こ
れ
は
、
低
金
利
で
の
外

一
七



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
了
完
)

カッコ内は必〉

社 {責|借 入 (J) 他 i合 計

55 (11.6) 325 (68.5) 21 ( 4.4) 474 (100.0) 

94 ( 9.4) 642 (64.7) 4‘ 33 ( 3.3) 992 

104 ( 7.9) 823 (63.0) ... 7 ("'0.5) 1，306 
71 ( 6.1) 654 (56.2) 10 ( 0.8) 1， 163 
152 (12.5) 446 (36.8) 14 ( 1.1) 1，210 

370 (24.4) 431 (28.4) 21 ( 1. 3) 1，514 
262 (13.9) 950 (50.5) 32 ( 1. 7) 1，880 
374 (16.7) 941 (42.1) 31 ( 1. 3) 2，231 
461 (21. 0) 545 (24.9) 50 ( 2.2) 2， 185 
1，224 (43.4) 656 (23.2) 58 ( 2.0) 2，819 

684 (20.5) 714 (21. 4) 164 ( 4.9) 3，328 
567 (15.7) 760 (21. 1) 462 (12.8) 3，599 
674 (21. 3) 172 ( 5.4) 399 (12.6) 3， 164 
574 (19.8) 44 ( 1. 5) 331 (11.4) 2，896 
812 (23.2) 125 ( 3.5) 192 ( 5.5) 3，489 

827 (22.4) 315 ( 8.5) 432 (11.7) 3，686 
536 (13.5) i 185 ( 4.6) 301 ( 7.6) 3，955 
1， 069 (22. 2) 28 ( 5.8) 466 ( 9.6) 4，814 
1，191 (20.2) 697 (11. 8) 356 ( 6.0) 5，890 
1，330 (18.0) 1， 374 (18. 6) 412 ( 5.6) 7，356 

2，562 (27.0) 1，789 (18.8) 211 ( 2.2) 9，487 
2，535 (22.7) 2，309 (20.7) 772 ( 6.9) 11，119 
3，804 (29.7) 3，263 (25.5) 2，496 (19.5) 12，766 
4，300 (30.8) 5，159 (37.0) A 105 (...0.7) 13，921 
3，809 (26.7) 3，383 (23.7) 229 ( 1. 6) 14，227 

6，013 (32.2) 4，457 (23.9) 1，602 ( 8.6) 18，619 
4，969 (23.7) 6，040 (28.8) 2，108 (10.0) 20，924 
5，417 (19.5) 9，410 (33.8) 1，605 ( 5.7) 27，766 
8，702 (32.8) 12，977 (48.8) 企 3，103("'11.7) 26，451 

億円(単位(九電力〕泉源の

七
と返済額の差額としての純増加額の健である。

事業局，電気事業連合会〉より作表。



金

資

26 474 (100.0) 63 (13.2) 8 ( 1. 6) 

27 992 129 (13.0) 26 ( 2.6) 132 (13.2) 

28 1，306 185 (14.1) 68 ( 5.2) 132 (10.1) 

29 1， 163 253 (21. 7) 58 ( 4.9) 115 ( 9.8) 

30 1， 210 333 (27.5) 245 (20.2) 17 ( 1.4) 

31 1，514 356 (23.5) 223 (14.7) 111 (7.3) 

32 1，880 366 (19.4) 82 ( 4.3) 185 ( 9.8) 

33 2，231 445 (19.9) 105 ( 4.7) 333 (14.9) 

34 2， 185 545 (24.9) 151 ( 6.9) 431 (19.7) 

35 2，819 695 (23.3) ム 97 ("'3.4) 282 (10.0) 

36 3，328 876 (26.3) 289 ( 8.6) 598 (17.9) 

37 3，599 1，151 (31. 9) 73 ( 2.0) 584 (16.2) 

38 3， 164 1，275 (40.2) 223 ( 7.0) 420 (13.2) 

39 2，896 1，586 (54.7) 288 ( 9.9) 159 ( 5.4) 

40 3，489 1，666 (47.7) 525 (15.0) 284 ( 8. 1) 

41 3，686 1， 855 (51. 1) 300 ( 8. 1) 554 (15.0) 

42 3，955 2，124 (53.7) 685 (17.7) 121 ( 3.0) 

43 4，814 2，276 (47.2) 341 ( 7.0) 632 (13.1) 

44 5，890 2，468 (41.9) 850 (14.4) 325 ( 5.5) 

45 7，356 2，803 (38.1) 875 (11.8) 560 ( 7.6) 

46 9，487 3，074 (32.4) 1，068 (11.2) 784 ( 8.2) 

47 11，119 3，410 (30.6) 1，015 ( 9.1) 1，081 ( 9.7) 

48 12，766 2，979 (23.3) '" 313 ("'2.4) 536 ( 4. 1) 

49 13，921 2， 983 (21. 4) 1，075 ( 7.7) 506 ( 3.6) 

50 14，227 3，393 (23.8) 1， 199 ( 8.4) 2，216 (15.5) 

51 18，619 4，561 (24.4) 1，987 (10.6) 

52 20，924 5，054 (24.1) 2， 554 (12. 2) 199 (0.9) 

53 27，766 6，300 (22.6) 2，616 ( 9.4) 2，419 ( 8.7) 

54 26，451 6，927 (26.1) '" 1，038 ("'3.9) 1，985 ( 7.5) 

資備

却)その他内部留保|増償価年度昭和lお土云瓦手1減
九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
合
一
了
完
〉

「その他内部資金」は積立金等である。また，借入金，社債にのいては借入額

『電気事業10年の統計~ ~電気事業20年の統計~ ~電気事業便覧~ (通産省公益

注(1 ) 

(2) 

七



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
了
発
)

一
七
四

部
負
債
に
よ
る
調
達
に
比
較
し
て
、
増
資
コ
ス
ト
が
格
段
と
高
い
こ
と
に
よ
っ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
株
式
の
配
当
率
は
、
昭
和
三
一
二
年

度
ま
で
は
一
二
パ
ー
セ
ン
ト
(
一
割
無
償
交
付
)
、
三
四
年
度
か
ら
一

O
パ
ー
セ
ン
ト
(
二
割
無
償
交
付
)
と
な
っ
て
い
た
。
さ
ら
に
法
人

ハ

mv

税
や
二
割
無
償
を
考
え
る
と
、
そ
の
実
質
は
二

O
パ
ー
セ
ン
ト
を
こ
え
て
い
た
と
い
う
。
こ
の
た
め
、
電
力
企
業
で
は
、
し
ば
し
ば
資
本

〈

邸

〉

構
造
の
健
全
化
め
た
め
に
自
己
資
本
の
充
実
が
強
読
さ
れ
な
が
ら
も
、
財
政
資
金
、
民
間
借
入
金
、
社
債
に
よ
る
設
備
資
本
の
調
達
が
進

め
ら
れ
た
。

大
量
の
低
金
利
の
財
政
資
金
お
よ
び
民
間
借
入
金
に
も
と
づ
く
設
備
投
資
の
推
進
は
、
電
力
企
業
の
企
莱
基
盤
を
確
立
し
た
。
さ
ら
に

す
で
に
指
摘
し
た
、
電
気
料
金
の
相
い
つ
ぐ
値
上
げ
に
よ
っ
て
電
力
企
業
の
収
益
性
は
著
し
く
向
上
し
た
。
こ
う
し
た
高
収
益
性
の
確
立

を
基
礎
に
第
却
表
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
内
部
留
保
に
よ
る
資
金
の
確
保
が
増
大
し
て
き
た
。
昭
和
一
ニ

O
年

に
は
資
本
調
達
総
額
の
二
七
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
も
の
額
を
減
価
償
却
に
よ
っ
て
確
保
し
、
自
己
資
金
全
体
の
割
合
は
五

0
・
四
パ

l
セ
ン

ト
に
も
達
し
た
。
三

0
年
代
前
半
に
は
お
お
む
ね
二

O
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
の
資
金
を
減
価
償
却
に
よ
っ
て
確
保
し
自
己
資
金
全
体
に
占
め

る
割
合
は
三

C
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
に
も
な
っ
た
。

以
上
の
電
力
企
業
の
高
収
益
性
は
、
昭
和
三
五
年
頃
よ
り
一
層
強
化
さ
れ
、
資
本
調
達
に
お
い
て
内
部
留
保
が
重
要
な
役
割
を
は
た
す

こ
と
に
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
聞
の
状
況
を
第
訂
表
に
よ
っ
て
さ
ら
に
分
析
を
進
め
よ
う
。
第
幻
表
は
九
電
力
の
設
立
以
降
の
総
工

事
資
金
額
と
、
そ
の
調
達
源
泉
を
示
し
た
。
第
幻
表
に
お
い
て
も
第
お
表
と
同
様
に
借
入
金
、
社
債
に
つ
い
て
は
、
調
達
額
か
ら
返
済
額

を
控
除
し
た
純
増
加
額
を
示
し
た
。

第
訂
表
に
よ
る
と
、
九
電
力
企
業
で
は
、
大
幅
で
継
続
的
な
設
備
投
資
が
な
さ
れ
た
状
況
が
わ
か
る
。
こ
う
し
た
実
大
な
設
備
投
資
の

資
金
源
泉
は
、
昭
和
二
一

0
年
代
前
半
ま
で
の
期
間
は
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
借
入
金
に
よ
る
調
達
が
圧
倒
的
な
比
重
を
占
め
て
お



り
、
こ
れ
は
多
額
な
財
政
資
金
に
よ
っ
て
い
た
。
大
量
の
財
政
資
金
の
導
入
に
よ
る
企
業
基
盤
の
形
成
と
電
気
料
金
の
値
上
げ
に
よ
っ

て
、
す
で
に
「
減
価
償
却
の
実
態
」
で
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
高
収
益
を
実
現
す
る
こ
と
と
な
っ
た
電
力
企
業
で
は
、
昭
和
三

0
年
代
後

半
よ
り
、
莫
大
な
設
備
投
資
資
金
を
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
内
部
資
金
に
よ
っ
て
ま
か
な
っ
た
。
九
電
力
企
業
で
は
、
昭
和
三
六
年
頃

か
ら
昭
和
四

O
年
頃
ま
で
は
定
額
法
に
よ
る
償
却
範
囲
額
を
犬
幅
に
上
回
り
定
率
法
範
囲
額
の
八

0
1九
O
パ
ー
セ
ン
ト
の
償
却
を
実
施

し
た
。
ま
た
、
昭
和
四

O
年
か
ら
昭
和
四
七
年
ま
で
の
間
は
、
ほ
と
ん
ど
定
率
法
範
囲
額
の
減
価
償
却
を
実
施
し
て
い
た
。
こ
の
た
め
、

第
幻
表
に
よ
っ
て
資
金
の
調
達
源
泉
を
み
る
と
、
減
価
償
却
に
よ
る
内
部
資
金
は
、
昭
和
三
六
年
か
ら
四
七
年
に
か
け
て
は
、
三

O
パ
i

セ
ン
ト

t
五

O
パ
ー
セ
ン
ト
も
の
比
璽
を
占
め
て
い
る
。
と
く
に
昭
和
ゴ
一
九
年
か
ら
四
三
年
に
か
け
て
は
、
ほ
と
ん
ど
五

O
パ
ー
セ
ン
ト

あ
ま
り
の
資
金
を
確
保
し
て
い
た
。
こ
う
し
た
減
価
償
却
に
よ
る
自
己
資
金
に
加
え
て
、
積
立
主
な
ど
に
よ
る
自
己
資
金
も
多
額
に
達

し
、
昭
和
三
八
年
か
ら
四
七
年
に
か
け
て
は
一

O
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
に
も
な
っ
て
い
た
。

昭
和
三
六
年
頃
か
ら
四
七
年
頃
ま
で
の
内
部
留
保
に
よ
る
資
金
調
達
が
重
要
な
役
割
を
は
た
し
た
時
期
は
、
わ
が
国
経
済
が
高
度
成
長

を
実
現
し
た
時
期
で
あ
り
、
莫
大
な
電
力
需
要
に
対
応
す
る
た
め
、
電
力
企
業
は
大
幅
な
設
備
投
資
を
実
施
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の

時
期
に
あ
っ
て
も
、
社
債
お
よ
び
借
入
金
に
よ
る
資
本
調
達
が
引
き
つ
づ
い
て
重
要
な
役
割
を
は
た
し
て
き
て
い
る
こ
と
も
み
の
が
し
て

は
な
ら
な
い
。
電
力
企
業
で
は
、
設
備
投
資
が
急
速
か
っ
莫
大
な
も
の
で
あ
っ
た
た
め
、
高
収
誌
の
実
現
に
と
も
な
う
自
己
資
金
の
増
大

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
、
借
入
金
、
社
債
に
よ
る
資
本
調
達
が
高
い
水
準
を
維
持
し
て
い
た
。

借
入
金
に
よ
る
資
本
調
達
は
、
そ
の
後
の
石
油
危
機
を
契
機
と
す
る
不
況
期
で
相
対
的
に
減
価
償
却
等
に
よ
る
自
己
資
金
が
減
少
す
る

の
に
と
も
な
っ
て
、
大
き
な
比
重
を
占
め
る
に
至
っ
た
。
昭
和
四
八
年
か
ら
昭
和
五
三
年
に
か
け
て
は
、
借
入
金
は
資
金
調
達
総
額
の
三

。
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
を
占
め
て
い
る
。
と
く
に
昭
和
五
三
年
、
五
四
年
で
は
大
幅
な
設
備
投
資
が
実
施
さ
れ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
借
入
金

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
了
完
〉

一
七
五



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
て
完
)

一
七
六

は
資
金
調
達
総
額
の
コ
三
一
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
、
四
八
・
入
パ
ー
セ
ン
ト
も
占
め
て
い
る
。

一
方
、
昭
和
四

O
年
前
後
の
高
度
成
長
期
に
重

要
な
役
割
を
は
た
し
た
減
価
償
却
に
よ
る
内
部
留
保
は
、
近
年
で
は
一
時
的
、
相
対
的
に
は
減
少
し
た
と
は
い
え
、
相
つ
ぐ
値
上
げ
を
背

景
と
し
て
高
収
益
牲
を
実
現
し
、
昭
和
五
四
年
に
改
資
本
調
達
総
額
の
二
六
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
上
昇
し
て
き
て
お
り
、
資
金
源
泉
と

し
て
の
比
重
を
増
大
し
つ
つ
あ
る
。

戦
後
の
国
家
資
金
の
導
入
に
よ
る
合
理
化
、
電
気
料
金
制
度
の
確
玄
等
を
基
礎
と
し
て
九
電
力
企
業
は
高
収
益
性
を
実
現
し
、
減
価
償

却
等
に
よ
る
自
己
資
金
を
創
出
し
て
き
た
。
こ
の
白
己
資
金
の
創
出
は
、
借
入
金
に
よ
る
資
本
調
達
と
と
も
に
わ
が
国
経
済
の
高
度
成
長

の
も
と
で
の
莫
大
な
電
力
需
要
に
こ
た
え
る
た
め
、
よ
り
一
層
の
設
備
拡
大
と
収
益
性
の
向
上
の
た
め
に
重
要
な
資
金
源
と
し
て
機
能
し

た
。
以
上
の
よ
う
に
展
開
さ
れ
た
わ
が
国
電
力
企
業
の
継
続
的
な
設
備
投
資
は
、
ど
の
ま
う
な
内
容
で
あ
っ
た
か
を
つ
ぎ
に
分
析
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

(2) 

設
備
投
資
と
合
理
化

わ
が
国
電
力
企
業
は
、
九
電
力
の
設
立
以
降
、
財
政
資
金
、
自
己
資
金
、
借
入
金
に
よ
っ
て
継
続
的
で
大
幅
な
設
備
投
資
を
実
行
し
て

き
た
。
こ
の
電
力
企
業
の
設
備
投
資
の
性
格
は
、
大
容
量
化
、
高
電
圧
化
、
集
中
化
の
開
発
と
実
現
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
た
状
況
を
電
力

設
備
ご
と
に
検
討
し
な
が
ら
、
そ
の
意
義
を
明
ら
か
に
し
よ
う
。

ま
ず
発
電
設
備
に
つ
い
て
み
る
と
、
す
で
に
第
1
図
に
示
し
た
よ
う
に
昭
和
三

0
年
代
中
頃
よ
り
日
本
経
済
の
高
度
成
長
に
と
も
な
う

電
力
需
要
に
対
応
し
て
火
力
発
電
設
備
の
建
設
は
、
高
効
率
大
容
量
設
備
の
開
発
建
設
で
あ
っ
た
。
第
2
図
に
よ
っ
て
、
発
電
設
備
の
ユ

ニ
ッ
ト
最
大
容
量
の
推
移
を
み
る
と
、
火
力
発
電
設
備
が
大
容
量
化
し
て
き
て
い
る
状
況
が
わ
か
る
。
昭
和
三

0
年
代
中
期
以
後
に
は
一

O
万

w巧
を
超
す
大
容
量
発
電
所
が
次
々
に
開
発
さ
れ
た
。
大
容
量
化
は
、
単
位
容
量
当
り
の
建
設
費
の
低
減
化
、
機
器
効
率
の
向
上
と



第28表九電会社の火力発電所建設単価の推移
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九電力会社の年度別運転開始火力発電所(再燃式のみ〉の建設単価の推移である。

『電源開発のあゆみ』昭和43年，経済企画庁総合計画局監修， 563ページ。

37.8 93，817 248 2，483 41 

(1) 

(2) 

注

い
っ
た
、

い
わ
ゆ
る
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
を
も
た
、
り
し
た
。

九
電
力
会
社
で
運
転
が
開
始
さ
れ
た
火
力
発
電
所
の
建
設
単
価
を

第
お
表
に
よ
っ
て
年
度
別
に
み
る
と
、
大
容
量
化
に
と
も
な
っ
て
、

建
設
単
価
が
著
し
く
低
減
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
昭
和
三

O
年

ユヱット最大容量の推移第 Z図
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『電気事業の現状』昭和55年版，通産省資源エネルギー庁公益

事業部監修， 170ページ。

50 45 40 
。
注



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
)

送電線の高電庄化・大容量化傾向

60 
(年度)

『電気事業の現状』昭和54年版，通産省資源エネノレギー庁公益

事業部監修.59ページ。

50 30 
。

注

一
七
八

度
に
は
、
建
設
単
価
が
八
六
・
二
千
円
/
E司
で
あ
っ
た
が
、

昭
和
三

0
年
代
中
頃
よ
り
大
容
量
化
が
進
み
建
設
単
価
が
低
下

し
、
昭
和
四

O
年
に
は
建
設
単
価
は
三
七
・
七
千
円
/
w当
に

も
な
っ
た
。
さ
ら
に
第
却
表
に
よ
る
と
、
大
容
量
化
の
た
め
建

設
単
価
の
低
い
火
力
発
電
所
が
、
昭
和
三

0
年
代
中
頃
か
ら
怠

速
に
増
加
し
て
い
る
状
況
が
明
ら
か
に
な
る
。

水
力
発
電
設
備
は
、
す
で
に
指
摘
し
た
第
1
図
に
よ
る
と
、

火
力
発
電
設
備
の
よ
う
に
著
し
い
増
大
は
手
り
れ
ず
、
発
電
量

は
増
大
し
て
い
る
と
は
い
え
全
発
電
設
備
に
占
め
る
割
合
は
減

少
し
て
き
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
水
力
発
電
で
は
ピ

i
ク
負

荷
供
給
の
た
め
に
揚
水
式
水
力
発
電
所
が
さ
か
ん
に
増
設
さ

れ
、
発
電
設
備
の
効
率
的
な
運
用
の
た
め
に
重
要
な
役
割
を
は

さ
ら
に
、
昭
和
四

0
年
代
中
期
か
ら
、
大
き
な
危
険
を
は
ら
み
な
が
ら
原
子
力
発
電
設
備
の
建
設
が
進
め
ら
れ
、
五
四
年
度
末
に
は
総

た
し
た
。

第3図

寸
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宮
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ぼ
詐
容
電
流
に
よ
る
送
電
容
量
(
1
ル

l
ト
当
た
り
)

発
電
設
備
の
一
二
パ
ー
セ
ン
ト
を
も
占
め
る
に
至
っ
て
い
る
。
ま
た
、
第
2
図
か
ら
も
明
ら
か
な
よ
う
に
急
速
に
大
容
量
化
し
て
き
て
い

る
発
電
設
備
の
大
容
量
化
に
と
も
な
い
、
送
電
設
備
も
大
容
量
化
、
大
型
化
し
て
き
で
い
る
。
送
電
線
の
高
電
圧
化
、
大
容
量
化
は
、
第



設備の合理化

弐
発電所 変電所 圧送別電線構成(架比空〈〉96〉電

MW/ 水電人〈所化力%発無率~lkW MVA/ 無人率%化〉 kVA 170kV I 170kV IllOkV 
1地点 /人 1地点 C%) I /人 以上1l0kV未満

40 20.8 230 32.0 574 7 21 72 

45 31. 8 42 363 44.0 44 961 10 22 68 

48 43.9 63 513 57.3 67 1，441 13 22 65 

50 50.2 71 608 67.7 75 1，771 14 22 64 

52 53.8 80 669 74.8 81 2，076 15 23 62 

53 73.6 83.8 688 78.1 84.7 2，165 16 23 61 

第四表

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
〉 (1) 人員数は九電力全従業員数である。

(2) W電気事業の現状』昭和54年版，通産省資源""ネJレギー庁公益事業部監修，

56ページ。

〈浅〕

3
図
に
示
す
よ
う
に
最
近
で
は
五

O
万
ぐ
超
々
高
庄
送
電
線
の
運
転
開
始
が
な
さ

れ
、
そ
の
後
も
着
実
に
増
強
さ
れ
て
き
て
い
る
。

ま
た
、
第

m表
に
よ
っ
て
、

送
電
線
の
電
圧
別
構
成
を
み
て
も
、

昭
和
四

O
年
当
時
に
は
一
七

O
W〈
以
上
の

送
電
線
は
七
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
る
に
す
ぎ
な
か
っ
た
が
昭
和
五
三
年

ιは
一
六

パ
ー
セ
ン
ト
を
も
占
め
る
と
い
う
よ
う
に
、
全
体
と
し
て
高
電
圧
化
が
進
め
ら
れ

て
き
て
い
る
。
さ
ら
に
変
電
設
備
に
つ
い
て
も
送
電
の
大
容
量
化
に
と
も
な
い
、

そ
の
規
模
を
急
速
に
拡
大
し
て
き
た
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

ま
た
、
以
上
の
発
電
、
送
電
、
変
電
の
大
容
量
化
と
同
時
に
、

自
動
制
御
技

術
、
情
報
処
理
技
術
の
開
発
研
究
に
よ
っ
て
、
と
く
に
水
力
発
電
所
お
よ
び
変
電

所
の
遠
隔
集
中
制
御
に
よ
る
無
人
化
、
系
統
給
電
等
の
総
合
自
動
化
に
よ
る
集
中

(
問
尚
〉

監
視
、
制
御
シ
ス
テ
ム
が
整
備
さ
れ
、
省
力
化
が
進
め
ら
れ
た
。
第
mu
表
に
よ
っ

て
水
力
発
電
所
、
変
電
所
の
設
備
合
理
化
の
状
況
を
み
る
と
、
昭
和
四

0
年
代
に

入
り
、
設
備
が
大
容
量
一
化
す
る
と
同
時
に
、
無
人
化
等
の
合
理
化
が
進
み
、
従
業

員
一
人
当
り
の
発
電
、
変
電
量
が
急
速
に
増
大
し
て
き
て
い
る
。
昭
和
五
三
年
度

で
は
従
業
員
一
人
当
り
の
発
電
量
は
、
昭
和
四

C
年
当
時
に
比
べ
て
約
三
倍
、
変

電
量
は
約
四
倍
に
も
増
大
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

以
上
の
よ
う
な
電
力
企
業
に
お
け
る
大
容
量
化
、
高
電
圧
化
、
集
中
化
を
中
心

一
七
九



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
)

九電力の合理化の推移

務関)1従関数|犠綱引炉|送自己勝率
第30表

年度昭和

25.3 18.86 226 134，702 30，497 26 

24.0 

22.0 

19.13 

20.67 

249 

282 

133， 168 
132，597 

33，176 
37，325 

27 

28 

20.3 

18.4 

16.5 

22.21 

24.02 

25.74 

298 

332 

393 

133，143 

132，499 

130，516 

128，919 

128， 153 

39，638 

44，002 

51，321 
58，518 

29 

30 

31 

15.0 

14.3 

26.76 454 

489 

32 

33 28.62 62，704 

12.9 

11. 3 

31， 11 

31. 89 

578 

685 

127，018 

126，757 

73，403 

86，887 

34 

35 

10.5 

10.0 

32.68 

33.84 

784 

807 

909 

128，200 

131，520 
100，513 

106，145 
36 

37 

38 9.5 36.14 

36.75 

132，761 
134，744 

120，671 

135，425 
144，047 

39 8.9 

8.5 37.11 

1，005 
1，091 131，984 40 

8.0 

7.6 

37.39 

37.38 

1，211 

1， 378 

1， 523 ! 

1， 750 

132，899 

133， 129 

133，080 

132，139 

160，920 

183，469 

41 

42 

43 7.3 37.60 

37.49 

37.75 

202，682 

231，269 7.2 

6.8 1，982 131，094 259，874 

44 

45 

6.6 37.88 2，112 131，438 

130，459 
275，454 46 

6. 7 38.02 2，328 
2，583 

303，661 47 

6.3 38.11 

37.91 

38.03 

129，929 335，630 48 

49 6.0 

6.4 

2，529 
2，615 

130，847 
132，548 

330，910 
346，566 50 

6.2 38.13 

38.23 

2，816 132，807 373，946 51 

6.2 

6. 1 38.17 

389，238 

414，384 

叫 1971

2，925 

3， 120 
133，075 

132，814 

52 

53 
一
八

O
6.0 

(1) 従業員数は経費対象人員+無給在籍者の数値であり，販売電力量には繰上げ調

定分は含まない。

( 1 -需端供給力}(2) 熱効率は発電端の値である。まt::_，送配電損失率はl 芸豊富課金)x 100 _， ~RU 'I..!>~'/""'-'''''''\ 送電端供給力/

である。

『電力百年史，前編』政経社， Ii'電気事業便覧~ (昭和55年版〉通産省資源エネ
ルギー庁公益事業部監修より作表。

38. 12 3，294 133，028 54 

(3) 

〈注〉



と
す
る
合
理
化
は
、
ど
の
よ
う
な
「
効
果
」
を
も
た
、
り
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
第
却
表
に
よ
っ
て
、
そ
の
状
況
を
あ
と
づ
け
よ
う
。
第
叩

表
に
よ
っ
て
、
わ
が
国
経
済
の
高
度
成
長
期
に
大
容
量
化
が
積
極
的
に
な
さ
れ
た
火
力
発
電
設
備
の
発
電
端
で
の
熱
効
率
の
推
移
を
み
よ

ぅ
。
火
力
発
電
で
は
大
幅
な
大
容
量
化
を
中
心
と
す
る
火
力
技
術
の
発
展
に
よ
っ
て
、
設
立
当
初
は
ニ

O
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
で
あ
っ
た
も

の
が
、
昭
和
四

O
年
に
は
三
七
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
に
も
達
し
、
そ
の
後
、
次
第
に
上
昇
し
て
き
た
。
今
日
で
は
「
新
鋭
火
力
の
効
率
が
理

論
値
に
近
づ
い
た
た
め
全
設
備
を
平
均
し
た
熱
効
率
の
向
上
の
度
合
は
頭
打
ち
と
な
っ
て
き
て
い
ソ
持
」
と
い
う
。
さ
ら
に
、
送
配
電
損
失

率
の
推
移
を
第
叩
表
に
よ
っ
て
み
る
と
、
送
配
電
に
お
い
て
も
高
電
圧
化
、
大
容
量
化
に
よ
っ
て
損
失
率
が
低
下
し
て
き
た
。
送
配
電
損

失
率
は
、
九
電
力
設
立
当
初
は
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
前
後
に
も
達
し
て
い
た
が
、
そ
の
後
、
急
速
に
低
下
し
、
昭
和
四

O
年
に
は
八
・
五
パ

1
セ
ン
ト
に
ま
で
低
下
し
た
。
そ
の
後
も
次
第
に
低
下
し
て
昭
和
五
四
年
に
は
六
パ
ー
セ
ン
ト
に
ま
で
減
少
し
た
。

以
上
の
電
力
企
業
の
合
理
化
の
状
況
を
全
般
的
な
視
点
か
ら
、
従
業
員
数
と
販
売
電
力
量
と
の
関
連
で
分
析
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま

ず
販
売
電
力
量
の
推
移
を
み
る
と
、
九
電
力
設
立
当
初
に
は
一
ニ

O
五
億
で
あ
っ
た
が
、
す
で
に
指
摘
し
た
設
備
の
拡
大
に
と
も
な
っ
て
急

速
に
増
大
し
、
田
和
四

O
年
に
は
一
、
四
四

O
億
、
昭
和
五
四
年
に
は
四
、
三
八
二
億
に
も
増
大
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
従
業
員
数
は
、

時
的
に
若
干
の
増
減
は
あ
る
も
の
の
、
ほ
ぼ
一
貫
し
て
一
三
万
人
前
後
と
な
っ
て
い
る
。
電
力
設
備
の
著
し
い
増
大
、
さ
ら
に
そ
れ
に
と

も
な
う
販
売
電
力
量
の
急
速
な
増
大
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
従
業
員
数
は
ほ
ぼ
一
定
し
て
き
た
。
こ
の
た
め
、

一
人
当
り
の
販
売
電
力
量

は
、
昭
和
三

O
年
に
入
る
頃
か
ら
現
在
に
至
る
ま
で
急
速
か
つ
着
実
に
増
大
し
て
き
て
い
る
。

以
上
の
よ
う
に
電
力
企
業
の
合
理
化
の
状
況
を
み
て
く
る
と
、
と
く
に
昭
和
三

0
年
代
か
ら
昭
和
四

0
年
代
の
中
頃
に
か
け
て
大
容
量

化
、
高
電
圧
化
等
に
よ
っ
て
発
電
、
送
電
、
配
電
の
効
率
が
著
し
く
上
昇
し
て
き
た
こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
、
そ
の
後
も
集
中
化
、
無
人

化
等
の
合
理
化
が
進
め
ら
れ
た
。
電
力
企
業
は
合
理
化
に
よ
る
高
収
益
性
を
基
礎
に
減
価
償
却
を
中
心
と
す
る
内
部
留
保
を
資
金
源
泉
と

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
了
完
〉

i¥ 



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
了
完
V

)¥. 

し
て
設
備
投
資
を
積
極
的
に
展
開
し
た
。
こ
の
電
力
企
業
の
設
備
投
資
は
、
徹
底
し
た
合
理
化
投
資
で
あ
り
、
こ
の
合
理
化
は
電
気
料
金

の
政
策
的
な
値
上
げ
と
一
体
と
な
っ
て
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
な
内
部
留
保
を
促
進
し
、
さ
ら
に
こ
の
内
部
資
金
を
基
礎
に
、
よ
り
徹

底
し
た
合
理
化
投
資
が
継
続
的
に
展
開
さ
れ
て
き
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

(
抑
制
〉
栗
原
東
洋
編
『
現
代
宮
本
産
業
発
達
史
、
電
力
』
凪
六

0
1四
六
一
ペ
ー
ジ
。

(
川
崎
〉
栗
原
編
、
前
掲
書
、
四
六
二
ペ
ー
ジ
。

(
必
〉
日
本
興
業
銀
行
調
査
部
「
電
力
会
社
経
理
面
の
特
徴
と
問
題
点
」
『
興
銀
調
査
月
報
』
二
八
号
、
八
三
ペ
ー
ジ
Q

(ω
〉
栗
原
編
、
前
掲
書
、
四
六
五
J
四
六
六
ペ
ー
ジ
@

(
日
〉
例
え
ば
、
後
に
指
摘
す
る
よ
う
に
昭
和
三
三
年
の
電
気
料
金
制
度
調
査
会
の
答
申
は
、
電
力
企
業
の
資
本
構
成
の
是
正
を
根
拠
と
し
て
減
価
償

却
費
の
拡
大
を
主
張
し
て
い
た
。

(
臼
〉
『
電
気
事
業
の
現
状
』
昭
和
五
四
年
版
、
通
産
省
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
公
益
事
業
部
監
修
、
五
五
ペ
ー
ジ
@

〈
臼
〉
前
掲
、
『
電
気
事
業
の
現
状
』
昭
和
五
五
年
版
、
ニ
ハ
六
ペ
ー
ジ
。

五

電
気
料
金
と
減
価
償
却

(1) 

戦
後
の
電
力
原
価
高
騰

わ
が
国
電
力
企
業
は
、
減
価
償
却
、

引
当
金
な
ど
の
政
策
的
な
計
上
に
よ
っ
て
、

「
減
価
償
却
の
実
態
」
で
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
、

公
表
利
益
の
過
少
表
示
を
重
要
な
根
拠
と
し
て
、
再
三
に
わ
た
る
電
気
料
金
の
値
上
げ
を
強
行
し
て
き
た
。
こ
こ
で
は
、
減
価
償
却
に
重

点
を
お
き
な
が
ら
、
電
気
料
金
お
よ
び
電
力
原
価
の
内
容
を
検
討
し
よ
う
。

電
気
料
金
は
、
第
二
次
大
戦
直
後
に
は
、
は
げ
し
い
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
も
と
で
第
但
表
に
示
す
よ
う
に
相
つ
い
で
値
上
げ
さ
れ



主務官庁

21. 1 荷 ヱ 省 1，908 1，869 10.17 46.6 

22. 4 物 {rlli 庁 8，389 19，072 43.99 200.0 

22. 7 11 11，844 19，072 59.87 36.0 

23. 6 11 37，452 20，852 179.61 200.0 

24. 12 H 53，639 22，593 237.41 32.2 

26. 8 公益事業委員会 104，162 28，127 370.35 30.1 

27. 5 " 144，756 30，548 473.9 28.0 

29. 10 通 産 省 201，796 39，108 516.0 11.0 

第31表戦後料金改訂の概要

|illkWザ総括原価|販売電力量| l 値上げ倍率
(百万円)le百万kWE)!り噂) I (%) 月年訂改

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
了
完
〉 『現代日本産業発達史，電力』栗原東洋編，現代日本産業発達史研

た
。
な
か
で
も
昭
和
一
一
二
年
四
月
、
二
三
年
六
月
に
は
物
価
庁
に
よ
っ
て
二

O
Oパ
i

セ
ン
ト
も
の
値
上
げ
が
な
さ
れ
た
。
九
電
力
形
成
以
降
は
、
す
で
に
指
摘
し
た
公
益
事

業
委
員
会
に
よ
っ
て
昭
和
ニ
六
年
八
月
一
ニ

O
パ
ー
セ
ン
ト
、
二
七
年
五
月
ニ
入
パ

l
セ

ン
ト
の
値
上
げ
が
認
可
さ
れ
て
き
た
。

以
上
の
よ
う
な
電
気
料
金
の
値
上
げ
は
、
戦
後
の
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
対
応
す
る

と
い
う
側
面
と
同
時
に
、
特
に
九
電
力
企
業
の
形
成
以
降
に
あ
っ
て
は
電
力
資
本
の
蓄

積
を
促
進
し
、
電
力
の
生
産
力
を
拡
大
強
化
す
る
た
め
の
基
礎
を
創
造
す
る
と
い
う
重

要
な
意
味
を
も
っ
て
い
た
。

電
気
料
金
の
値
上
げ
の
意
味
を
明
、
り
か
に
す
る
た
め
九
電
力
の
総
括
原
価
の
推
移
を

第
お
表
に
よ
っ
て
あ
と
づ
け
よ
う
。
総
括
原
価
は
電
気
料
金
算
出
の
基
礎
と
な
る
原
価

で
あ
る
が
、
実
際
に
は
後
に
指
摘
す
る
よ
う
に
、
き
わ
め
て
政
策
的
に
水
増
さ
れ
て
算

出
さ
れ
る
場
合
が
多
い
。
従
っ
て
、
第
幻
表
は
、
実
際
の
電
力
原
価
で
は
な
く
、
電
気

公益事業局業務課，

究会， 472ページ。

料
金
の
算
出
の
た
め
の
基
礎
と
さ
れ
た
原
価
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
昭
和
三
四
年

一
二
月
の
値
上
げ
で
の
総
括
原
価
の
構
成
は
、
資
本
費
合
計
六
、
四
七
九
億
円
(
一
二

-
-
パ
ー
セ
ン
ト
)
、

一
般
経
費
四
七
、

一
五
八
億
円
(
八
七
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
〉
と

な
っ
て
お
り
、

一
般
経
費
の
割
合
が
圧
倒
的
に
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
減
価
償
却
費
は

注

九
六
八
億
円
で
全
体
の
一
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
に
す
ぎ
な
い
状
況
で
あ
っ
た
。
電
力
再
編

一
八
三



億円〉

I 26年8月|~土|
九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
〉

29年10月

減価償却費
968 10，872 12.023 25，117 
(1. 8) (10.5) (8.3) (12.5) 

支 払 利 d息 3(，77.408 〕 5，301 8(，6 830 25，556 
(5.1) .1) (12.7) 

配当及び利益準備金
620 758 1，999 7，276 
(1. 2) (0.7) (1.4) (3.6) 

法 人 税
334 408 1， 791 3，573 
(0.6) (0.4) (1. 2) (1. 8) 

画 定 資 産税
5，301 6，002 I 7， 155 
(5. 7) (4.1) (3.6) 

その他資本費
809 849 1， 128 1，452 
(1. 5) (0.8) (0.8) (0.8) 

計 (A) 6，479 24，127 31， 773 70，129 
(12.1) (23.2) (21.9) (35.0) 

般経費 (B) 47，158 80，035 113，002 131， 129 
(87.9) (76.8) (78.1) (65.0) 

純 原 価 (C) 53，637 104，162 144，775 201，796 
(100.0) く100.0) (100.0) (100.0) 

資本費の割合(AjC)% 12.1 22.4 21. 9 34.8 

KWH当り単位(円〉 2.37 3.70 4.26 5.16 

27年5月24年12月

その他資本費としては特別改修勘定，固定資産除却費，社債発行差金償却，株式

溌行費償却を計上した。

固定資産税に対応すべき地租家屋税は24年12月のみは特別費の一部として整理さ
れ，内容不詳かっ金額僅少のため計上しなL、。
「改訂料金の概観」遺産省公益事業局業務課編. w東北地方電気事業史J東北電
力.558ページ。

(1) 

(2) 

(3) 

注

一
八
四

成
お
よ
び
資
産
再
評
価
後
の
状
況
を
示

す
昭
和
二
六
年
以
降
に
つ
い
て
み
る

と
、
資
本
費
の
割
合
が
急
増
し
て
き
て

い
る
と
と
が
わ
か
る
。
昭
和
二
六
年
八

月
の
値
上
げ
で
は
、
資
本
費
は
二
四
、

一
二
七
億
円
で
全
体
の
二
三
・
二
パ

l

セ
ン
ト
を
占
め
る
に
至
っ
た
。
減
価
償

却
費
は
一
挙
に
一

O
、
八
七
二
億
円
と

全
体
の
一

0
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
上

昇
し
た
。
そ
の
後
の
昭
和
二
七
年
五
月
、

二
九
年
一

O
月
の
値
上
げ
に
お
い
て
も

資
本
費
の
増
大
が
著
し
か
っ
た
。
昭
和

二
九
年
一

O
月
の
値
上
げ
で
は
、
資
本

費
は
七

O
、

一
ニ
九
億
円
(
全
体
の
三

五
パ
ー
セ
ン
ト
)
に
も
上
昇
し
た
。
な

か
で
も
減
価
償
却
費
二
五
、

一
一
七
億

円

(
一
一
了
五
パ
ー
セ
ン
ト
〉
、
支
払



(単位:銭IkWh)9電力会社新i日発電原価比較第33表
-，、

新設原価 比率(%)

昭和33B05年〉~度||! 昭和36~
〈〈3C7年〉度

建設費
火 ヵ |54!12911491 276 万円/kW 万円/kW 万円/kW

火 ヵ |221661591 268 万円/kW 万円/kW 万円/kW

資 草生償J高? 26.6 74 83 278 312 
48. 1 221 278 460 579 

水 本
法人 5.0 28 31 580 620 
固定資産 10.2 14 16 137 156 

費
その 4.5 
小 94.4 337 408 358 432 

一修人 f芋
4書j費E 15.7 9 8 57 51 

般経費
繕 14.0 15 13 107 93 

カ
そ !}) 7.9 7 7 89 89 

37.6 31 28 82 74 

A口. 計| 330 

資 減量量償J毒草書
24.4 48 42 197 172 
28.2 77 74 273 262 

本 事法固定人資産
3.0 10 8 333 267 

火 4. 1 5 4 122 100 

費 その 3.0 
小 62. 7 40 128 223 205 

燃 来十 費| 46 

一人修 件繕
33.7 7 5 21 15 

力 経般費
47.8 18 16 38 33 

そ 。〉 5.9 4 4 68 68 
87.4 29 25 33 29 

Aιr 計| 62 

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
て
完
)

I ~~ I 引 m|-|25 I 75 I 80 I 

火力総合原価 226I 357 I 341 I 158 I 
総合電力損失率(幼 I 23.5 I 14.3 I 14.0 I -I 
需用端発電原価 295I 417 I 397 I 141 I 
注 (1) 既設原価は，昭和29年10月料金改訂の際の料金繰り込み資料による。
(2) 昭和30~35年度新設原価は，実績および推定資料により，火力については，利用
率70間百・熱効率34.8%・kcalあたり炭価75銭として算定したものである。

(3) 昭和36-37年度新設原価は，計画資料を基礎とし，火力発電利用率729百・熱効率
36.7%・kcalあたり炭価70銭として算定したものである。
需用端発電原価は，水火力総合原価を損失率で換算したもので，送変電以下の経
費は含まな¥'0 

(5) W電気事業の現状と電カ再編成10年の経緯』昭和36年版電力白書，通産省公益事
業局.373ページ。

151 

135 

(%) 
(%) 
カ
カ

水
火

(4) 

一
八
五



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
〈
一
一
了
完
)

一
八
六

利
息
一
一
五
、
五
五
六
億
円
(
二
一
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
)
と
な
っ
て
お
り
、
両
者
が
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
た
。
こ
の
減
価
償
却
費
お
よ

び
支
払
利
息
の
増
大
は
、
資
産
再
評
価
に
よ
る
減
価
償
却
費
の
増
大
に
加
え
て
国
家
資
金
を
基
礎
に
し
て
電
源
開
発
の
た
め
に
莫
大
な
設

備
投
資
が
な
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
。

す
で
に
指
摘
し
て
き
た
よ
う
に
、
電
力
企
業
は
昭
和
三
七
年
頃
よ
り
高
収
益
を
実
現
し
、
大
幅
な
減
価
償
却
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
高
蓄
積
を
達
成
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
こ
う
し
た
強
蓄
積
の
基
礎
は
、
九
電
力
の
設
立
か
ら
一

O
年
あ
ま
り
の
聞
に
確
立
さ
れ
た
。
そ

れ
は
、
急
速
な
電
力
需
要
の
増
加
に
対
応
し
た
電
源
開
発
に
と
も
な
う
減
価
償
却
費
、
支
払
利
息
そ
の
他
を
合
め
た
資
本
費
の
増
大
を
、

「
原
価
主
義
」
と
い
う
自
主
経
理
の
理
念
の
も
と
で
総
括
原
価
に
算
入
し
、
電
気
料
金
に
よ
っ
て
確
実
に
回
収
す
る
こ
と
に
他
な
ら
な
か

っ
た
。と
こ
ろ
で
昭
和
三

0
年
代
の
「
電
力
原
価
高
騰
の
す
う
勢
」
に
つ
い
て
通
商
産
業
省
公
益
事
業
局
は
電
力
白
書
に
お
い
て
つ
ぎ
の
よ
う

に
分
析
し
て
い
る
。
第
お
表
は
、
昭
和
二
九
年
度
の
料
金
値
上
げ
の
基
礎
と
な
っ
た
原
価
(
第
お
表
で
は
既
設
原
価
)
と
、
コ
一

0
年
度
か

ら
三
五
年
度
ま
で
に
新
規
に
建
設
さ
れ
る
設
備
に
よ
る
発
電
原
価
お
よ
び
三
六
年
度
か
ら
三
七
年
度
に
か
け
て
新
設
さ
れ
る
設
備
巳
よ
る

原
価
を
、

wd『V
あ
た
り
で
比
較
し
た
も
の
で
あ
る
。
第
お
表
に
よ
る
と
、
既
設
原
価
は

W45
当
り
二
・
九
五
円
で
あ
る
の
に
対
し
て

昭和一一一

0
年
度

t
コ
一
五
年
度
の
新
設
原
価
は
四
・
一
七
円
と
約
一
・
四
倍
に
も
上
昇
し
て
い
る
。
こ
の
要
因
を
み
る
と
、
水
力
お
よ
び
火

力
発
電
原
価
と
も
に
資
本
費
の
増
大
に
よ
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
水
力
発
電
の
原
価
で
は
減
価
償
却
費
、
事
業
報
酬
の
増
大
が
著
し

く
一
・
三
二
円
/
w
a若
宮
か
ら
約
二
・
八
倍
の
三
・
六
八
円
に
も
上
昇
し
て
い
る
。
ま
た
、
火
力
発
電
費
に
つ
い
て
み
る
と
、

減
価
償
却

費
、
事
業
報
酬
が
大
幅
に
増
大
し
て
い
る
。

し
か
し
、
対
巧
『
あ
た
り
の
資
本
費
を
高
負
荷
率
の
運
転
に
よ
っ
て
軽
減
す
る
と
と
も
に
、

す
で
に
指
摘
し
た
高
能
率
化
と
大
容
量
化
に
よ
っ
て
燃
料
費
お
よ
び
人
件
費
を
中
心
と
す
る
一
般
経
費
の
大
幅
な
減
少
に
よ
っ
て
五
・
。



九
円
/
}
内
巧
V

か
ら
コ
了
五
四
円
/
w巧
F

へ
と
三

O
パ
ー
セ
ン
ト
の
低
下
と
な
っ
て
い
る
。

水
火
力
総
合
原
価
で
は
、
い
わ
ゆ
る
水
主
火
従
か
ら
火
主
水
従
の
移
行
に
と
も
な
い
、
新
設
火
力
の
発
電
原
価
は
既
設
火
力
に
比
較
す

れ
ば
割
安
で
あ
る
が
新
設
水
力
発
電
原
価
は
大
幅
に
割
高
と
な
る
た
め
、
水
火
力
総
合
発
電
原
価
で
は
既
設
原
価
の
二
・
一
一
六
円
/
w巧
『

に
対
し
て
新
設
原
価
で
は
三
・
五
七
円
/
古
語
H

に
な
る
と
い
う
。
以
よ
の
よ
う
な
原
価
比
較
を
検
討
す
る
と
、

水
力
発
電
設
備
、

火
力

発
電
設
備
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
新
規
設
備
で
は
、
既
設
の
設
備
と
比
較
し
て
減
価
償
却
費
、
事
業
報
酬
(
支
払
利
息
、
配
当
金
等
)
が

莫
大
な
額
と
な
っ
て
い
く
こ
と
が
明
ら
か
に
な
る
。

既
設
の
設
備
に
対
し
て
の
資
本
費
の
増
大
は
、
そ
の
後
の
電
気
料
金
の
値
上
げ
の
重
要
な
根
拠
と
な
っ
た
が
、
昭
和
三
六
年
版
の
電
力

白
書
は
、
資
本
費
の
増
加
の
内
容
に
な
っ
て
い
る
減
価
償
却
費
と
支
払
利
息
、
配
当
金
等
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
指
摘
し
て
い
た
。

従

末
、
減
価
償
却
費
が
過
少
で
あ
っ
た
の
は
、

「
既
設
設
備
に
つ
い
て
は
、
ほ
と
ん
ど
法
律
上
の
限
度
に
近
い
再
評
価
を
行
な
っ
た
が
、
再

評
価
の
際
、
既
往
の
償
却
が
定
額
法
ま
た
は
そ
れ
を
若
干
上
ま
わ
る
程
度
行
な
っ
て
き
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
定
率
法
に
よ
っ
て
償
却
し

た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
た
め
、
再
評
価
額
が
低
く
算
定
さ
れ
た
の
で
あ
る
が
、
電
気
事
業
の
場
合
は
、
固
定
資
産
の
比
率
が
大
き
く
、
再

評
価
不
足
額
は
三
千
数
百
億
円
に
計
上
す
る
も
の
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
既
設
設
備
の
減
価
償
却
費
は
、
再
評
価
不
足
の
状

態
を
基
礎
と
し
て
算
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
新
規
設
備
の
減
価
償
却
費
に
比
較
し
対
以
下
で
料
金
に
算
入
さ
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
L
。

「
新
規
設
備
で
は
、
当
然
既
設
設
備
の
一
丹
評
価
積
立
金
に
見
合
う
部
分
に
つ
い
て
も
報
酬
を

さ
ら
に
支
払
利
息
、
配
当
金
等
に
つ
い
て
、

必
要
と
す
る
こ
と
、
建
設
費
が
既
設
設
備
よ
り
著
し
く
増
大
し
て
い
る
こ
と
。
再
評
価
の
不
足
に
伴
う
償
却
不
足
等
の
た
め
、
内
部
留
保

が
十
分
で
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
急
速
な
開
発
を
行
な
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
所
要
資
金
の
大
部
分
を
外
部
借
入
お
よ
び
増
資
に

よ
ら
ざ
る
を
得
、
す
、
支
払
利
息
・
配
当
金
等
の
急
激
な
増
大
を
招
く
こ
と
等
に
よ
る
も
の
で
あ
る
」
。

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
了
完
〉

一
八
七



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
〈
一
一
了
完
〉

一
八
八

以
上
の
主
張
は
、
既
設
の
電
力
原
価
が
戦
後
の
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
と
も
な
う
減
価
償
却
不
足
、
ま
た
再
評
価
積
立
金
へ
の
事
業

報
酬
の
否
認
を
根
拠
に
不
当
に
低
額
で
あ
っ
た
こ
と
を
指
摘
し
、
そ
の
後
の
減
価
償
却
費
さ
ら
に
支
払
利
息
、
配
当
金
等
の
増
大
を
電
力

原
価
に
組
入
れ
て
、
こ
れ
を
補
償
す
べ
き
こ
と
を
主
張
し
た
。
こ
の
主
張
は
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
減
価
償
却
不
足
が
政
策
的
な
強

調
で
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
電
力
企
業
が
、
そ
の
後
、
総
括
原
価
を
水
増
し
て
電
気
料
金
を
値
上
げ
す
る
た
め
の
重
要
な
根
拠
と
な

っ
た
。

(2) 

電
気
料
金
制
度
の
確
立

戦
後
の
電
気
料
金
制
度
は
、
す
で
に
指
摘
し
た
昭
和
二
六
年
の
電
気
料
金
算
定
基
準
に
お
い
て
料
金
認
可
制
度
が
復
活
さ
れ
、
さ
ら
に

昭
和
三
三
年
一
二
月
の
電
気
料
金
制
度
調
査
会
の
答
申
お
よ
び
電
気
事
業
審
議
会
料
金
制
度
部
会
の
昭
和
四
九
年
三
月
の
答
申
、
五
四
年

三
月
の
問
中
間
報
告
に
も
と
づ
い
て
、
料
金
算
定
方
式
の
基
本
が
方
向
づ
け
ら
れ
て
き
た
。

昭
和
三
三
年
一
二
月
の
電
気
料
金
制
度
調
査
会
の
答
申
は
、
公
共
の
利
益
の
確
保
と
電
気
事
業
の
健
全
な
発
展
の
要
請
を
調
和
さ
せ
る

こ
と
を
基
調
と
し
て
、
「
原
価
主
義
」
、

「
公
正
報
酬
し
お
よ
び
「
需
要
家
に
対
す
る
公
平
」
の
基
本
原
則
を
確
立
す
る
と
と
も
に
、
料
金

算
定
に
つ
い
て
の
い
く
つ
か
の
問
題
点
に
つ
い
て
改
善
の
提
言
を
行
な
っ
た
。
提
言
は
次
の
よ
う
で
あ
っ
た
。
料
金
算
定
に
当
つ
て
の
前

提
条
件
の
適
正
化
、
適
正
原
価
の
把
握
お
よ
び
営
業
費
の
標
準
経
者
算
定
方
式
の
設
定
。
資
本
構
成
是
正
の
た
め
の
減
価
償
却
方
式
の
改

善
。
事
業
報
酬
算
定
に
当
た
っ
て
の
レ

i
ト
・
ベ
ー
ス
方
式
の
採
用
。
料
金
体
系
の
合
理
化
。
工
事
費
負
担
金
制
度
の
改
善
、
簡
素
化
な

ど
の
諸
点
に
つ
い
て
提
言
さ
れ
た
。

調
査
会
の
答
申
は
、
減
価
償
却
に
つ
い
て
、

「
内
部
官
保
の
増
大
、
資
本
構
成
の
是
正
を
図
る
た
め
定
率
法
を
採
用
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
。
し
か
し
、
料
金
面
へ
の
影
響
を
考
慮
し
、
現
状
に
お
い
て
は
定
額
法
に
よ
る
こ
と
と
し
、
併
せ
て
取
替
法
の
採
用
、
耐
周
年
数
の



短
縮
化
等
を
図
る
べ
き
で
あ
る
」
こ
と
を
主
張
し
た
。
す
な
わ
ち
、
電
気
事
業
者
の
主
張
が
原
則
と
し
て
取
入
れ
ら
れ
定
率
法
が
妥
当
で

あ
る
と
さ
れ
な
が
ら
、
差
当
り
は
取
替
法
の
採
用
等
に
よ
っ
て
定
額
法
を
こ
え
る
償
却
が
答
申
さ
れ
た
。
こ
の
主
張
が
、
前
述
し
た
減
価

償
却
不
足
を
根
拠
と
し
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

電
力
企
業
の
実
施
し
て
い
た
減
価
償
却
は
、
す
で
に
第
幻
去
で
指
摘
し
た
よ
う
に
昭
和
三
三
年
以
前
に
あ
っ
て
も
、
定
額
法
範
囲
額
を

大
幅
に
上
回
る
も
の
で
あ
っ
た
。
と
こ
ろ
で
、
昭
和
二
九
年
一
二
月
の
全
国
平
均
一
一
・
ニ
パ
ー
セ
ン
ト
の
料
金
値
上
げ
で
は
定
額
法
の

償
却
に
基
づ
い
て
総
括
原
価
が
計
算
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
総
括
原
価
が
適
正
な
も
の
で
あ
っ
た
な
ら
ば
、
電
力
企
業
で
は
、
こ
の
よ
う
に

大
幅
に
定
額
法
範
囲
額
を
超
え
る
償
却
が
不
可
能
で
あ
っ
た
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
以
上
の
「
超
過
償
却
を
可
能
な
ら
し
め
た
の

は
、
そ
の
後
の
情
勢
変
化
で
は
な
く
て
そ
も
そ
も
の
原
価
算
定
が
甘
か
っ
た
札
剰
」
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
と
、
調
査
会
の
答

申
は
、
電
力
企
業
が
実
施
し
て
い
た
減
価
償
却
を
追
認
す
る
と
い
う
意
味
を
も
っ
て
い
た
。

調
査
会
の
以
上
の
答
申
に
基
づ
い
て
昭
和
三
五
年
一
月
「
電
気
料
金
制
度
改
正
要
綱
」
が
定
め
ら
れ
、
さ
ら
に
料
金
算
定
方
法
に
関
す

る
事
項
に
つ
い
て
周
年
二
月
に
「
電
気
料
金
の
算
定
基
準
に
関
す
る
省
令
」
お
よ
び
「
報
酬
率
等
を
定
め
る
告
示
」
が
制
定
さ
れ
、
ま
た

こ
れ
を
補
足
す
る
も
の
と
し
て
「
供
給
規
定
料
金
算
定
要
領
」
が
定
め
ら
れ
た
。
こ
こ
に
新
電
気
料
金
制
度
が
確
立
さ
れ
、
適
正
な
原
価

心
適
正
な
利
潤
を
加
え
た
額
(
総
括
原
価
)
を
、
各
需
用
種
別
ご
と
に
そ
の
原
価
の
差
に
応
じ
て
配
分
し
、
そ
の
配
分
さ
れ
た
原
価
(
個

別
宿
駅
価
)
に
よ
っ
て
料
金
を
算
定
す
る
と
い
う
原
価
主
義
が
確
立
さ
れ
た
。
こ
の
新
電
気
料
金
制
度
で
は
、
減
価
償
却
の
算
定
は
当
分
の

問
従
来
ど
お
り
定
額
法
に
よ
る
こ
と
と
し
、
将
来
適
当
な
時
期
に
通
商
産
業
大
臣
の
指
示
に
よ
っ
て
定
率
法
に
移
行
し
う
る
こ
と
に
な
っ

た
。
ま
た
配
電
設
備
の
取
替
資
産
に
つ
い
て
、
そ
の
取
得
価
額
の
五

O
/
一
O
Oに
達
す
る
ま
で
は
定
額
法
に
よ
り
償
却
し
、
そ
れ
以
後

は
当
該
資
産
を
取
替
え
た
場
合
に
そ
の
額
を
修
繕
費
に
計
上
す
る
取
替
法
を
採
用
し
、
さ
ら
に
事
業
報
酬
は
、
従
来
、
支
払
利
息
、
配
当

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
)

一
八
九



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
っ
て
完
)

一九
O

金
お
よ
び
利
益
準
備
金
の
合
計
を
も
っ
て
事
業
報
酬
と
す
る
い
わ
ゆ
る
積
上
げ
方
式
か
ら
、

「
企
業
の
努
力
を
刺
激
す
る
」
見
地
か
ら
事

業
に
投
下
さ
れ
た
真
実
か
つ
有
効
な
事
業
資
産
の
価
値
(
電
気
事
業
固
定
資
産
・
建
設
中
の
資
産
・
繰
延
資
産
お
よ
び
運
転
資
本
に
つ
い

て
算
定
し
た
額
の
合
計
額
)
に
対
し
て
一
定
の
報
酬
率
を
乗
じ
て
得
た
碩
を
事
業
報
酬
と
す
る
レ

l
ト
・
べ

i
ス
方
式
が
採
用
さ
れ
た
。

」
の
場
合
の
報
酬
率
は
、
電
力
会
社
の
資
本
構
成
比
率
、

一
般
利
子
率
、
企
業
収
益
率
、
そ
の
他
諸
般
の
事
情
を
考
慮
し
て
八
パ

1
セ
ン

ト
と
さ
れ
、
ま
た
、
再
評
価
積
立
金
相
当
額
に
対
し
て
四
パ
ー
セ
ン
ト
の
報
酬
が
認
め
ら
れ
、
そ
の
他
平
水
の
修
正
、
標
準
経
費
的
な
算

(
四
四
〉

定
方
式
の
採
用
な
ど
が
実
施
さ
れ
た
。

さ
ら
に
、
昭
和
四

O
年
に
新
し
い
電
気
事
業
法
が
施
行
さ
れ
、
そ
の
第
一
九
条
に
電
気
料
金
算
定
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項
が
規
定
さ

れ
た
の
に
と
も
な
い
「
電
気
料
金
の
算
定
基
準
に
関
す
る
省
令
」
は
廃
止
さ
れ
、
新
た
め
て
内
部
基
準
と
し
て
「
電
気
料
金
算
定
要
領
」

が
制
定
さ
れ
た
。
電
気
料
金
算
定
要
領
は
、
そ
の
後
の
情
勢
変
化
に
対
応
し
て
若
干
の
修
正
が
な
さ
れ
た
も
の
の
電
気
事
業
審
議
会
料
金

制
度
部
会
の
答
申
が
な
さ
れ
る
ま
で
、
お
お
む
ね
制
定
当
初
の
ま
ま
推
移
し
た
。

料
金
制
度
部
会
で
は
昭
和
四
九
年
三
月
に
、
高
福
祉
社
会
の
実
現
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
の
推
進
の
要
請
を
ふ
ま
え
た
観
点
か
ら
電
気
料

金
制
度
の
方
向
を
ま
と
め
通
商
産
業
大
臣
に
報
告
し
た
。
こ
の
報
告
で
は
、
家
庭
用
の
電
灯
料
金
に
お
け
る
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
の

考
え
方
の
導
入
を
意
図
し
て
三
段
階
料
金
制
度
の
採
用
、
産
業
用
の
電
力
料
金
に
対
す
る
逓
増
料
金
制
度
の
採
用
、
電
力
量
料
金
に
お
け

る
負
荷
率
割
引
制
度
の
廃
止
、
偲
別
原
価
配
分
に
お
け
る
固
定
費
配
分
方
法
の
改
善
な
ど
が
答
申
さ
れ
た
。
昭
和
四
九
年
六
月
の
九
電
力

会
社
の
平
均
電
灯
二
人
・
五
九
パ
ー
セ
ン
ト
、
電
力
七
二
一
・
九
五
パ
ー
セ
ン
ト
、
合
計
五
六
・
八
二
パ
ー
セ
ン
ト
の
大
幅
な
値
上
げ
は
、

こ
の
「
改
善
し
を
意
図
し
た
答
申
に
基
い
て
制
定
さ
れ
た
新
算
定
要
領
に
従
っ
て
行
な
わ
れ
た
。

と
こ
ろ
で
、
最
近
の
電
気
料
金
値
上
げ
の
意
味
を
減
価
償
却
を
中
心
に
検
討
す
る
に
あ
た
っ
て
、
現
行
の
電
気
料
金
の
算
定
方
弐
の
基



電気料金算定の手順

個別原備の算定 電気料金の設定(主な用途)

第 4図

総括原備の算定前提計画

l住宅用)

(小工場周)
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本
的
な
内
容
を
要
約
し
、
検
討
し
て
お
こ
う
。

供
給
規
定
料
金
算
定
要
領
で
は
、
電
気
料
金
は
、

「
能
率
的
な
経
営
の

も
と
に
お
け
る
適
E
な
原
価
」
に
「
適
正
な
利
潤
」
を
加
え
て
算
出
す
る

も
の
と
さ
れ
る
。
こ
の
場
合
、
将
来
の
「
原
価
計
算
期
間
」
を
対
象
と
し

て
第
4
図
に
示
す
よ
う
に
需
要
計
画
、
工
事
計
画
、
資
金
計
画
、
業
務
計

面
等
を
前
提
に
し
て
、
総
括
原
価
を
算
定
す
る
。
こ
の
総
括
原
価
は
、

L、

わ
ば
電
力
会
社
が
原
価
計
算
期
間
中
に
必
要
と
す
る
総
費
用
で
あ
っ
て
、

」
れ
を
電
気
の
使
用
条
件
の
似
か
よ
っ
た
電
灯
、
低
圧
電
力
、

高
圧
電

力
、
特
別
高
圧
電
力
と
い
う
需
要
家
群
に
配
分
し
て
個
別
原
価
計
算
が
行

な
わ
れ
る
。
き
ら
に
各
需
要
種
別
の
原
価
に
準
拠
し
て
供
給
電
圧
、
電
気

の
計
量
方
法
、
電
気
の
使
用
期
間
及
び
時
間
等
に
応
じ
た
原
価
の
差
異
を

基
準
と
し
て
電
灯
及
。
ひ
電
力
ご
と
の
契
約
種
別
に
つ
い
て
料
金
が
定
め
ら

れ
る
。以
上
の
電
気
料
金
の
算
定
に
お
い
て
は
、
と
く
に
総
括
原
価
の
算
定
に

あ
た
っ
て
き
わ
め
て
政
策
的
な
内
容
が
含
ま
れ
て
お
り
、
す
で
に
多
く
の

ハ

mv

批
判
的
な
分
析
が
な
さ
れ
て
い
る
。

注

こ
こ
で
は
電
気
料
金
算
定
に
あ
た
っ
て
最
も
基
本
的
な
内
容
で
あ
る
総

九



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
て
完
〉

九

括
原
価
に
つ
い
て
減
価
償
却
を
中
心
に
検
討
し
よ
う
。
総
括
原
価
の
構
成
要
素
は
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
、

「
電
気
事
業
固
定
資
産

の
減
価
償
却
費
、
営
業
費
、
諸
税
お
よ
び
事
業
の
報
酬
」
と
さ
れ
る
が
、
こ
れ
ら
は
一
定
の
前
提
計
画
の
も
と
で
の
将
来
の
原
価
想
定
と

し
て
算
出
さ
れ
る
。
従
っ
て
後
に
検
討
す
る
よ
う
に
、
総
括
原
価
の
算
出
と
実
績
と
の
問
に
は
大
き
な
差
異
が
生
じ
て
い
る
。

総
括
原
価
を
構
成
す
ろ
減
価
償
却
費
に
つ
い
て
み
る
と
「
減
価
償
却
費
は
、
原
則
と
し
て
、
原
価
計
算
期
間
を
通
じ
て
有
す
る
電
気
事

業
固
定
資
産
(
配
電
設
備
の
う
ち
取
替
資
産
を
除
く
)
の
取
得
価
額
及
び
原
価
計
算
期
間
中
に
増
加
す
る
電
気
事
業
固
定
資
産
(
配
電
設

備
の
う
ち
取
替
資
産
を
除
く
)
の
期
間
計
算
を
行
っ
た
取
得
価
額
に
対
し
、
定
額
法
に
よ
り
算
出
し
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て

耐
周
年
数
及
び
残
存
価
額
は
、
税
法
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
」
と
規
定
し
て
い
る
。

ま
た
、

「
配
電
設
備
の
う
ち
取
替
資
産
の
減
価
償

却
は
、
そ
の
取
得
価
額
の
一

O
O分
の
五

O
に
達
す
る
ま
で
、

原
則
と
し
て
定
額
法
に
よ
り
算
出
し
た
額
と
す
る
」
。

さ
ら
に
電
気
事
業

固
定
資
産
の
取
得
価
額
の
評
価
は
、

「
真
実
か
っ
有
効
な
投
資
額
に
つ
い
て
公
正
に
行
う
も
の
」
と
し
、

過
大
な
予
備
設
備
の
取
得
価

額
、
工
事
負
担
金
相
当
額
、
設
備
の
取
得
価
額
の
う
ち
不
適
当
と
認
め
ら
れ
る
も
の
は
含
ま
な
い
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
以
上
の
総
括
原
価
の
算
出
に
あ
た
っ
て
の
減
価
償
却
聾
の
計
上
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
買
力

企
業
で
は
、
昭
和
四
八
年
度
頃
ま
で
は
定
率
法
に
よ
る
償
却
を
実
施
し
て
き
た
。
ま
た
、
昭
和
三
コ
一
年
の
電
気
料
金
調
査
会
の
答
申
に
お

い
て
も
「
内
部
留
保
を
増
大
し
、
資
本
構
成
を
是
正
」
す
る
見
地
か
ら
定
率
法
の
採
用
が
望
ま
し
い
と
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
こ
う
し

た
現
実
と
政
策
的
な
議
論
を
反
映
し
て
、
以
上
の
規
定
は
、

「
現
実
の
決
算
処
理
に
お
い
て
、
定
率
法
に
よ
る
経
理
を
行
な
う
こ
と
を
禁

止
す
る
も
の
で
は
な
く
、
費
用
項
目
の
変
動
に
よ
っ
て
償
却
余
分
が
出
た
場
合
は
、
内
部
留
保
の
充
実
、
ひ
い
て
は
料
金
の
長
期
安
定
の

た
め
に
君
率
償
却
を
行
な
う
こ
と
を
防
げ
る
も
の
で
は

L
づ
と
一
般
に
解
さ
れ
て
い
る
。
電
気
料
金
算
定
に
当
っ
て
定
率
法
を
採
用
す

べ
き
で
あ
る
と
い
う
電
気
事
業
者
本
意
の
主
張
は
、
後
に
指
摘
す
る
よ
う
に
昭
和
五
四
年
の
電
気
事
業
審
議
会
料
金
制
度
部
会
の
中
間
報



告
で
は
よ
り
積
極
的
に
主
張
さ
れ
る
に
至
っ
て
い
る
。

総
括
原
価
に
は
、
さ
ら
に
「
電
気
事
業
の
合
理
的
な
発
展
を
遂
げ
る
に
必
要
な
資
金
を
調
達
し
、
利
子
と
配
当
を
ま
か
な
う
に
足
る
程

度
の
も
の
」
が
事
業
報
酬
と
し
て
算
入
さ
れ
る
。
事
業
報
酬
の
算
出
は
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
昭
和
三
五
年
よ
り
レ

i
ト
・
ベ
ー
ス
方

式
が
採
用
さ
れ
て
い
る
。
レ
ー
ト
・
べ

i
ス
方
式
は
「
真
実
か
つ
有
効
な
事
業
資
産
」
に
対
し
て
現
行
で
は
八
パ
ー
セ
ン
ト
の
報
酬
率
を

乗
じ
た
額
を
報
酬
額
と
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
こ
の
報
酬
率
の
算
定
に
あ
た
っ
て
現
実
と
は
議
離
し
た
一
定
の
資
本
構
成
を
前
提
と
す
る

」
と
に
よ
っ
て
事
業
報
酬
額
が
水
増
さ
れ
る
。

総
括
原
価
に
は
、
以
上
の
減
価
償
却
費
、
事
業
報
酬
の
他
に
営
業
費
、
諸
税
が
算
入
さ
れ
る
。
営
業
費
は
、

「
人
件
費
、
燃
料
費
、
修

繕
費
、
購
入
電
力
料
、
財
務
費
用
、
そ
の
他
の
費
用
の
合
計
額
か
、
り
関
連
費
用
及
び
控
除
項
目
の
額
を
控
除
し
た
額
」
で
あ
る
が
、
こ
れ

ら
の
営
業
費
に
つ
い
て
も
き
わ
め
て
政
策
的
に
水
増
さ
れ
て
い
る
の
が
現
状
で
あ
る
。

(3) 

定
率
法
償
却
の
導
入

電
気
事
業
審
議
会
の
料
金
制
度
部
会
は
、
昭
和
五
四
年
三
月
に
電
気
料
金
制
度
に
つ
い
て
の
審
議
、
検
討
の
結
論
を
中
間
報
告
と
し
て

答
申
し
た
。
中
間
報
告
は
、
急
激
か
っ
大
幅
な
経
済
変
化
に
対
応
す
る
料
金
の
あ
り
方
、
経
理
を
中
心
と
す
る
企
業
活
動
の
内
容
の
公
開

及
び
広
報
活
動
の
あ
り
方
、
季
節
別
・
時
間
帯
別
料
金
制
度
の
導
入
、
料
金
原
価
の
あ
り
方
、
に
つ
い
て
の
審
議
、
検
討
の
結
果
を
答
申

し
て
い
る
が
、
減
価
償
却
に
つ
い
て
は
、
償
却
費
の
拡
大
を
意
図
し
て
つ
ぎ
の
よ
う
に
主
張
し
て
い
る
。

「
イ
ン
フ
レ
に
伴
う
実
質
的
償

却
不
足
に
対
処
す
る
た
め
に
は
、
時
価
償
却
あ
る
い
は
補
足
償
却
を
実
施
す
べ
き
で
あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
方
法
を
直
ち
に
料
金
算
定
上
採

用
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
現
実
的
対
応
と
し
て
は
、
こ
れ
ら
の
方
法
に
か
え
て
、
定
率
法
を
採
用
す
る
こ
と
が
適
当

で
あ
る
。
な
お
、
償
却
方
法
の
変
更
時
に
お
け
る
料
金
へ
の
影
響
が
過
大
で
あ
る
と
き
に
は
、
そ
の
影
響
を
緩
和
す
る
た
め
、
定
率
法
を

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
了
完
〉

一
九
三



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
了
完
〉

一
九
四

採
用
す
る
設
備
を
段
階
的
に
増
加
さ
せ
て
い
く
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
」
。

よ
る
「
実
質
的
償
却
不
足
」
が
生
じ
て
お
り
投
下
資
本
の
回
収
が
遅
れ
、

さ
ら
に
補
足
す
る
と
、

中
間
報
告
で
は
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に

内
部
資
金
が
不
足
し
、

既
存
設
備
の
更
新
さ
え
支
障
を
き
た

し
、
電
気
の
安
定
的
供
給
が
困
難
と
さ
え
な
る
と
い
う
。
こ
の
た
め
、
時
価
償
却
、
補
足
償
却
を
実
施
す
べ
き
で
あ
る
が
、
困
難
で
あ
る

た
め
現
実
的
対
応
と
し
て
段
階
的
に
定
率
法
を
採
用
す
る
こ
と
を
主
張
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
と
も
な
う
い
わ
ゆ
る
減
価
償
却
不
足
の
議
論
は
、
戦
後
の
資
産
再
評
価
と
の
関
連
で
す
で
に
指
摘

し
た
よ
う
に
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
と
も
な
っ
て
進
行
す
る
債
務
者
利
得
の
実
現
を
無
視
し
て
展
開
さ
れ
た
減
価
償
却
の
算
術
的
な
構

造
に
も
と
づ
く
仮
構
的
な
論
理
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
減
価
償
却
不
足
は
、
債
務
者
利
得
に
よ
っ
て
相
殺
さ
れ
る
こ
と
に
加
え
て
、
今
日
で

は
す
で
に
詳
し
く
検
討
し
た
よ
う
に
税
法
の
規
定
に
も
と
づ
く
短
期
、
加
速
度
的
な
償
却
、
さ
ら
に
種
々
の
名
目
に
よ
る
引
当
金
、
準
備

金
の
計
上
な
ど
に
よ
っ
て
実
質
的
に
は
補
填
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

さ
ら
に
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
多
額
な
自
己
資
金
に
も
と
づ
く
相
い
継
ぐ
電
力
設
備
の
大
容
量
化
、
高
電
圧
化
、
集
中
化
を
実
現

し
た
合
理
化
投
資
は
、
石
油
危
機
前
後
ほ
ど
で
は
な
い
に
し
て
も
継
続
的
な
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
も
と
で
展
開
さ
れ
た
の
で
あ
っ
て
、

算
術
的
な
論
理
と
し
て
の
減
価
償
却
不
足
に
よ
っ
て
投
下
資
本
の
回
収
が
で
き
ず
設
備
の
更
新
が
不
可
能
と
な
っ
た
と
い
う
も
の
で
は
な

か
っ
た
。
設
備
資
産
の
合
理
化
、
拡
大
は
、
わ
が
国
経
済
の
成
長
に
対
応
し
た
電
力
需
要
の
増
大
と
、
電
力
会
社
の
収
益
の
増
大
(
電
気

料
金
値
上
げ
〉
に
よ
る
自
己
資
金
の
確
保
に
基
本
的
に
は
規
定
さ
れ
て
、
銀
行
か
ら
の
借
入
資
金
を
テ
コ
と
し
な
が
ら
展
開
さ
れ
た
。

以
上
の
視
点
か
ら
、
中
間
報
告
で
の
減
価
償
却
不
足
を
根
拠
と
す
る
定
率
法
の
導
入
を
考
え
る
と
、
次
に
検
討
す
る
よ
う
に
、
電
気
料

金
値
上
げ
と
密
接
な
関
連
を
も
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
総
括
原
価
と
損
益
計
算
(
実
績
)
を
比
較
し
な
が
ら
減
価

償
却
費
の
水
増
に
つ
い
て
分
析
を
進
め
よ
う
。



電
力
会
社
で
は
昭
和
五
主
年
一
月
に
、
以
前
に
値
上
げ
を
申
請
し
た
北
海
道
電
力
、
沖
縄
電
力
を
の
ぞ
く
八
電
力
会
社
が
、
燃
料
費
の

急
増
、
資
本
費
の
増
加
を
中
心
と
す
る
根
拠
に
も
と
づ
い
て
料
金
値
上
げ
を
申
請
し
た
。
料
金
改
定
の
申
請
は
、
九
電
力
会
社
平
均
で
六

三
・
四
七
パ
ー
セ
ン
ト
の
値
上
げ
率
で
あ
っ
た
。
通
商
産
業
省
で
は
、
こ
の
申
請
に
対
し
て
「
各
費
用
項
目
に
つ
い
て
厳
し
く
査
定
を
行

ハ
回
世
〉

う
こ
と
に
よ
り
総
括
原
価
を
削
減
し
」
、
九
電
力
会
社
平
均
で
五

0
・
二
一
パ
ー
セ
ン
ト
の
値
上
げ
率
に
削
減
し
て
査
定
し
た
と
い
う
。

こ
の
場
合
、
本
稿
で
中
心
的
に
検
討
し
て
き
た
減
価
償
却
費
に
つ
い
て
み
る
と
、
認
可
時
期
の
早
か
っ
た
北
海
道
電
力
、
沖
縄
電
力
に

つ
い
て
は
定
額
法
に
よ
っ
て
査
定
さ
れ
た
が
、

八
電
力
会
社
に
つ
い
て
定
率
法
の
導
入
を
「
五
四
年
三
月
の
電
気
事
業
審
議
会
の
中
間
報

告
に
却
し
て
、
料
金
へ
の
影
響
を
考
麗
し
つ
つ
、
脱
石
油
化
の
推
進
を
図
る
た
め
、
原
子
力
、
水
力
、
石
炭
及
び
地
熱
発
電
の
機
械
装
置

と lこ
L、(限
う思り
。 至刃

I:I'~予

め
し一、

定
率
法
償
却
の
導
入
率
は
八
電
力
会
社
平
均
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
、

ま
た
料
金
へ
の
影
響

0
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
た

〔
臼
)

と
こ
ろ
で
、
申
請
値
、
査
定
値
、
さ
ら
に
実
際
の
結
果
の
状
況
を
、
東
京
電
力
に
つ
い
て
検
討
し
て
お
こ
う
。
第
晶
表
の
東
京
電
力
の

総
括
原
価
の
状
祝
を
み
る
と
、
申
請
で
は
全
体
で
六
五
・
三
三
パ
ー
セ
ン
ト
の
改
定
率
で
あ
っ
た
が
、
燃
料
費
一
、
四
七
八
億
円
、
資
本

費
五
六
五
億
円
な
ど
の
削
減
に
よ
っ
て
、
五
二
・
三
一
ニ
パ
ー
セ
ン
ト
の
改
定
率
に
査
定
さ
れ
た
。

と
こ
ろ
が
、
こ
う
し
た
査
定
が
い
か
に
政
策
的
に
な
さ
れ
、
総
括
原
価
を
拡
大
し
て
い
る
か
は
、
申
請
お
よ
び
査
定
で
の
総
括
原
価
の

原
価
計
算
期
間
で
あ
る
昭
和
五
五
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
に
も
と
づ
く
実
績
と
比
較
す
る
と
明
ら
か
に
な
る
。
総
括
原
価
の
実
績
を
公

表
さ
れ
た
有
価
証
券
報
告
書
に
よ
っ
て
算
出
す
る
に
は
一
定
の
技
術
的
な
限
界
が
あ
る
。
し
か
し
、
基
本
的
な
内
容
で
あ
る
人
件
費
、
燃

料
費
、
修
繕
費
、
減
価
償
却
費
等
に
つ
い
て
は
直
接
的
な
比
較
が
可
能
で
あ
る
。

ま
ず
、
全
般
的
に
み
る
と
、
昭
和
五
五
年
度
の
査
定
総
括
原
価
は
、
三
一
、
五
七
四
億
円
と
さ
れ
、
こ
れ
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
に
電
気

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
)

一
九
五



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
て
完
〉

定

人 千平 費 231， 637 226，382 247，709 

燃 来十 費 1，606，923 1，459，102 1，108，518 

修 繕 費 233，185 218，569 240， 122 

資 本 費 736，136 679，659 802，514 

減価償却費 299，116 336，049 

事 業 報 醐i 437，020 466，465 

公 干且 公 課 148，211 134，390 224，761 

鰭 入 電 力 料 333，777 322，751 301，423 

そ (j) 他 経 費 210，019 192，024 169，604 

(その他の費用〕 147，911 

Aιr 3，499，888 3，232，877 3，242，562 

控除収入合計 A 75，262 A 75，437 ム 80，611 

差引原価(総指原価〉 3，424，626 3，157，440 3，161，951 

現行料金収入 2，071，365 2，072，721 

差 号| 不 足 額 1，353，261 1，084，719 

改 定 率 C%) 65.33 52.33 

〔単位 100万円〉

|笑績〈損益計算〉

東京電力の総括原傭(昭和田年度〉

|申請| 査

第34表

日項価原

「事業報酬」の実績億は支払利息と当期利益の合計額である。 iその他の費用」

は総括原価の他に引当金繰入額などとして計上された費用である。

(2) ~電気事業の現状~ (昭和55年版，遺産省資源エネルギー庁公益事業部)， ~電力

料金の不当な大幅値上げをやめさせるために (55年度)~全国消費者団体連絡会，

『有価証券報告書H 東京電力，昭和56年3月決算〉より作表。

(1) 注

一
九
六

料
金
が
改
定
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
昭
和
五
五
年
度

の
総
収
益
の
実
績
は
、
工
二
、
六
二

O
億
円
と
確

実
に
実
現
さ
れ
た
。
と
こ
ろ
で
、
各
項
目
に
つ
い

て
み
る
と
、
燃
料
費
は
否
定
額
一
四
、
五
九
一
億

円
に
対
し
て
実
際
に
は
一
一
、

O
八
五
億
円
で
あ

っ
た
。
す
な
わ
ち
一
二
、
五

O
六
億
円
も
の
額
が
総

括
原
価
に
お
い
て
水
増
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
明
ら

か
に
な
る
。
こ
の
燃
料
費
の
水
増
は
、
す
で
に
値

〈
邸
》

上
げ
申
請
の
段
階
か
ら
批
判
さ
れ
て
い
た
よ
う

に
、
異
常
な
変
動
に
基
づ
く
も
の
で
は
な
く
、
き

わ
め
て
政
策
的
に
燃
料
費
が
水
増
計
上
さ
れ
た
結

果
で
あ
る
。
以
上
の
よ
う
な
申
請
、
査
定
段
階
で

の
総
括
原
価
の
莫
大
な
水
増
を
背
景
に
他
の
原
価

項
目
を
実
績
値
で
拡
大
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か

る
減
価
償
却
に
つ
い
て
み
る
と
、
査
定
で
は
す
で

に
指
摘
し
た
よ
う
に
定
率
法
の
導
入
率
は
八
電
力



会
社
平
均
で
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
た
が
、
実
績
で
は
と
く
に
大
手
電
力
会
社
に
お
い
て
は
全
面
的
に
導
入
さ
れ
た
。

東
京
電
力
で

lま

「
財
務
体
質
の
改
善
を
は
か
る
た
め
」
電
気
事
業
固
定
資
産
(
昭
和
五
三
年
度
以
降
取
得
の
発
電
設
備
は
以
前
よ
り
定
率
法
)
の
機

械
装
置
並
び
に
発
電
設
備
及
び
送
電
設
備
の
構
築
物
の
減
価
償
却
方
法
を
定
額
法
か
ら
定
率
法
に
変
更
し
た
。
こ
の
変
更
に
よ
る
減
価
償

却
費
の
増
加
額
は
、
六
四
、

東京電力の減価償却費〈昭和55年度〉

(単位 100万円〉

備

一
六

O
百
万
円
に
も
達
し
、
普
通
償
却
額
は
三
、
三

O
一
億
に
も
な
っ
た
。
さ
ら
に
東
京
電
力
で
は
公
害
防

12，192 
〈一〉

97，538 
(5，833) 
54，949 
〈ー〉

72，907 
(ー〉
55， 126 
( 6) 

36， 136 
(一〉

7，201 
(100) 

第35表

|申請(総括原価)1実績(損益計算コ設

10，683 ↑庸発電設水力

91，961 設電発カ火

54， 187 

44，079 

55，390 

原子力発電設備

備

備

設

設

電

電

送

変

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
了
完
) 35，052 備設電自己

7，760 

t主

設

|299，115 I 

申請では配電設備をのぞくすべての機構装置および配電設備

の柱上変圧器，保安開閉装置については定率法により，その

他の資産については定額法であったが，実績では電気事業固

定資産の機械装置並びに発電設備および送電設備の構築物は

定率法，その他の資産については定額法によって償却計算が

なされた。

実績の( )内の値は，内特別償却額である。

『電力料金の不当な大幅値上げをやめさせるために (55年

度)~全国消費者団体連絡会， w有価証券報告書~ (東京電力，

昭和56年3月決算〉より作表。

336，049 
(5，939) 

備

計

務

.b-
口

(1) 

(2) 

(3) 

業

止
用
設
備
及
び
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の

し特
て別
¥ '""償
る思却
。五

の九
結三
果九
、百
五万
五円
年を
度計
の上

減
価
償
却
費
は
三
、
三
六

O
億
円
に
も

な
り
、
総
括
原
価
の
申
請
額
一
一
、
九
九

一
億
円
を
三
六
九
億
円
も
上
回
っ
て
計

上
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
第
お
表
に
示

す
よ
う
に
総
括
原
価
の
申
請
に
お
い
て

定
率
法
を
採
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
水

増
さ
れ
た
減
価
償
却
費
を
、
実
緩
で
は

さ
ら
に
一
層
大
幅
な
定
率
法
の
採
用
と

特
別
償
却
の
利
用
に
よ
っ
て
償
却
費
を

拡
大
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。
し
た
が
つ

一
九
七



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
了
完
)

一
九
八

て
、
通
産
省
の
査
定
減
価
償
却
額
を
大
幅
に
上
回
っ
た
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

こ
の
よ
う
に
、
総
括
原
価
項
目
の
額
を
超
え
て
計
上
さ
れ
て
い
る
中
に
は
修
繕
費
な
ど
に
も
み
ら
れ
、
大
幅
な
燃
料
費
の
減
少
に
よ
っ

て
、
他
の
原
価
を
政
策
的
に
拡
大
し
て
い
る
状
況
が
明
ら
か
に
な
る
。

ま
た
事
業
報
酬
に
つ
い
て
み
る
と
、
事
業
報
酬
は
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
一
定
の
前
提
に
も
と
づ
い
た
報
酬
額
で
あ
る
が
、
こ
れ
を

有
価
証
券
報
告
書
の
損
益
計
算
書
よ
り
支
払
利
息
と
当
期
利
益
の
合
計
額
と
し
て
把
握
す
る
と
、
や
は
り
申
請
総
括
原
価
に
算
入
さ
れ
た

額
を
超
過
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
東
京
電
力
で
は
予
定
さ
れ
た
以
上
の
事
業
報
酬
を
実
現
し
て
い
た
。
さ
ら
に
、
以
上
の
よ
う
な
総

括
原
価
項
目
の
他
に
損
益
計
算
書
で
は
、
原
子
力
発
電
工
事
償
却
準
備
引
当
、
渇
水
準
備
引
当
、
価
格
変
動
準
備
金
引
当
、
な
ど
の
引
当

金
繰
入
額
が
五
コ

δ
一
億
円
計
上
さ
れ
、
ま
た
固
定
資
産
除
却
費
が
三
四
八
億
円
も
計
上
さ
れ
て
い
認
。

総
括
原
価
の
内
容
と
実
績
と
し
て
の
損
益
計
算
書
を
検
討
し
て
く
る
と
、
昭
和
五
五
年
度
の
総
括
原
価
で
は
、
特
に
燃
料
費
に
お
い
て

大
幅
に
水
増
計
上
さ
れ
、
そ
の
水
増
を
う
め
合
せ
る
た
め
に
各
費
用
項
目
が
拡
大
計
上
さ
れ
た
こ
と
が
わ
か
る
。
と
く
に
減
価
償
却
費
に

つ
い
て
み
る
と
、
総
括
原
価
で
の
水
増
計
上
を
上
回
っ
て
計
上
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

と
こ
ろ
で
有
価
証
券
報
告
書
で
の
減
価
償
却
方
法
の
定
額
法
か
ら
定
率
法
の
変
更
は
、
関
西
電
力
、
中
部
電
力
に
お
い
て
も
み
ら
れ
、

関
西
電
力
で
は
五
六
年
三
月
決
算
で
は
従
来
に
比
較
し
て
三
八
、
六
二
二
百
万
円
、
中
部
電
力
で
は
ニ
て
三
九
八
百
万
円
も
の
減
価
償

却
増
と
な
っ
た
。
こ
の
減
価
償
却
増
が
「
電
気
事
業
審
議
会
料
金
制
度
部
会
の
答
申
の
趣
旨
に
沿
っ
し
徳
」
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
は

い
う
ま
で
も
な
い
。

以
上
の
よ
う
に
検
討
し
て
く
る
と
、
料
金
制
度
部
会
に
よ
っ
て
保
障
さ
れ
た
定
率
法
償
却
の
導
入
が
直
接
的
に
は
、
総
括
原
価
を
水
増

し
電
気
料
金
を
値
上
げ
す
る
の
に
重
要
な
役
割
を
は
た
す
と
同
時
に
、
電
力
会
社
の
損
益
計
算
に
お
い
て
も
費
用
を
水
増
し
て
利
益
を
縮



少
表
示
す
る
の
に
機
能
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

『
電
気
事
業
の
現
状
と
電
力
再
編
成
四
年
の
経
緯
、
電
力
白
書
』
(
昭
和
三
六
年
版
)
、
通
商
産
業
省
公
益
事
業
局
、
一
一
一
七
五
i
三
七
六
ぺ

(

日

)

(

日

)

!日
γ
。

(
回
〉
『
公
益
事
業
料
金
構
成
論
』
現
代
公
益
事
業
講
座
編
集
委
員
会
、
七
五
ペ
ー
ジ
@

〈m
む
日
本
興
業
銀
行
調
査
部
「
電
力
会
社
経
理
面
の
特
徴
と
問
題
点
」
『
興
銀
調
査
月
報
』
二
八
号
、
七
七
ペ
ー
ジ
。

〈m
己
前
掲
『
電
気
事
業
の
現
状
と
電
力
再
編
成
叩
年
の
経
緯
、
電
力
白
書
』
三
八
一
二
J
一
ニ
八
九
ペ
ー
ジ
。

(
印
)
電
気
料
金
制
度
に
つ
い
て
は
次
の
よ
う
な
分
析
に
お
い
て
、
そ
の
批
判
が
具
体
的
に
展
開
さ
れ
て
い
る
、
合
わ
せ
て
参
照
さ
れ
た
い
@
野
村
秀

和
「
電
力
会
社
の
決
算
政
策
と
料
金
問
題
|
|
関
西
電
力
の
ケ
i
ス
・
ス
タ
デ
ィ
i
|
|
」
(
『
経
済
論
叢
』
第
一
二
巻
第
六
号
)
、
佐
藤
博
明
「
電

力
企
業
会
計
の
構
造
と
料
金
政
策
」
ハ
『
法
経
研
究
』
第
二
三
巻
第
二
・
一
一
一
・
四
号
)
「
公
共
料
金
算
定
原
則
と
格
差
・
水
増
計
算
|
|
電
気
料
金
に

み
る
総
括
原
価
主
義
の
実
態
|
|
」
(
『
経
済
評
論
』
一
九
七
五
年
九
月
号
臨
時
増
刊
〉
「
公
共
料
金
値
よ
げ
と
会
計
の
機
能
i
l
電
力
料
金
を
中
心

に
l
ー
」
(
『
経
済
』
一
九
八

O
年
四
月
号
)
、
全
国
消
費
者
団
体
連
絡
会
『
電
力
料
金
の
不
当
な
大
幅
値
上
げ
を
や
め
さ
せ
る
た
め
に
』
三
九
八

O

年
二
月
)
『
消
費
者
か
ら
み
た
電
気
料
金
の
あ
り
方
』
(
一
九
八

O
年
二
月
)
。

(
印
)
前
掲
司
公
益
事
業
料
金
構
成
論
』
八

0
ペ
ー
ジ
。

(
臼
)
料
金
制
度
部
会
の
中
間
報
告
で
の
「
実
質
的
償
却
不
足
」
は
各
設
備
の
取
得
価
額
を
材
料
費
と
工
費
と
に
区
分
し
て
、
卸
売
物
価
指
数
を
中
心

に
補
正
し
て
修
正
帳
簿
原
価
ハ
取
得
価
額
)
を
算
出
し
て
こ
れ
を
基
礎
に
算
出
し
た
減
価
償
却
額
と
、
電
力
企
業
が
実
施
し
た
償
却
額
の
差
額
を
意

味
し
て
い
る
@
こ
れ
に
よ
る
と
、
昭
和
五
二
年
度
の
九
電
力
で
は
特
別
償
却
を
除
い
て
四
、
四
三
二
億
円
の
償
却
実
施
額
に
対
し
て
三
千
億
円
あ
ま

り
の
「
実
質
的
償
却
不
足
」
が
発
生
し
て
い
る
と
い
う
(
沖
茂
「
電
気
事
業
審
議
会
料
金
制
度
部
会
中
間
報
告
に
つ
い
て
」
『
電
気
協
会
雑
誌
』
六

六
八
号
、
二
ハ
ベ

l
ジ)。

〈
回
〉
『
電
気
事
業
の
現
状
』
昭
和
五
五
年
版
、
通
産
省
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
公
益
事
業
部
監
修
、
一
四
三
、
一
四
九
ペ
ー
ジ
。

(
臼
)
前
掲
、
『
電
気
事
業
の
現
状
』
昭
和
五
五
年
版
、
一
五

0
ペ
ー
ジ
。

ハ
臼
)
佐
藤
博
明
教
授
は
、
す
で
に
東
京
電
力
、
関
西
電
力
、
中
部
電
力
に
つ
い
て
昭
和
四
九
年
度
の
総
括
原
価
と
実
績
と
の
比
較
分
析
を
展
開
さ

れ
、
総
括
原
価
の
政
策
的
な
算
定
を
批
判
さ
れ
て
い
る
(
「
公
共
料
金
算
定
原
則
と
格
差
・
水
増
計
算
」
『
経
済
評
論
』
一
九
七
五
年
九
月
号
臨
時
増

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
一
一
了
完
〉

一
九
九



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
(
二
了
完
〉

二

O
O

刊)。

(
m
w
〉
例
え
ば
、
全
国
消
費
者
団
体
連
絡
会
『
電
力
料
金
の
不
当
な
大
幅
値
上
げ
を
や
め
さ
せ
る
た
め
に
』
で
の
主
張
を
参
照
さ
れ
た
い
@

(
侃

X
U
)

東
京
電
力
株
式
会
社
『
有
価
証
券
報
告
書
』
(
第
五
七
期
Y

ハ
槌
)
関
西
電
力
株
式
会
社
『
有
価
証
券
報
告
書
』
(
第
五
七
期
)
。

む
す
び
に
か
え
て

わ
が
国
電
力
企
業
は
、
第
二
次
世
界
大
戦
後
、
戦
災
お
よ
び
老
朽
化
に
よ
っ
て
破
壊
さ
れ
た
電
力
設
備
を
、
急
速
に
進
展
す
る
イ
ン
フ

レ

l
シ
ョ
ン
の
も
と
で
復
興
し
、
企
業
基
盤
を
再
建
し
た
。
こ
の
た
め

ι大
量
の
財
政
資
金
が
投
入
さ
れ
た
が
、
と
く
に
電
力
再
編
成
に

基
づ
く
九
電
力
設
立
以
降
、
財
政
資
金
を
中
心
に
し
て
本
格
的
な
設
備
投
資
が
実
施
さ
れ
た
。
同
家
資
金
の
投
入
に
よ
る
電
力
設
備
の
再

建
と
と
も
に
、
仮
構
的
な
論
理
で
あ
る
「
減
価
償
却
不
足
」
を
根
拠
に
資
産
再
評
価
を
実
施
し
た
。
こ
の
資
産
再
評
価
は
と
く
に
電
力
企

業
で
は
減
価
償
却
費
の
大
幅
な
増
大
を
も
た
ら
し
、
公
表
利
益
の
縮
少
ま
た
電
力
原
価
の
水
増
を
創
出
し
、
相
つ
ぐ
電
気
料
金
の
値
上
げ

を
実
現
し
た
。
さ
ら
に
原
価
主
義
を
導
入
し
た
電
気
料
金
制
度
を
確
立
す
る
に
至
っ
た
。
国
家
資
金
の
投
入
に
よ
る
大
幅
な
設
備
投
資

と
、
料
金
の
値
上
げ
を
保
障
す
る
電
気
料
金
制
'
反
の
確
立
に
よ
っ
て
、
九
電
力
企
業
は
、
設
立
後
十
年
あ
ま
り
の
間
に
強
力
な
高
収
益
実

現
の
企
業
基
盤
を
確
立
し
た
。

そ
の
後
電
力
企
業
は
、
と
く
に
昭
和
三
七
年
か
ら
四
七
年
に
か
け
て
高
収
益
性
を
実
現
し
た
。
こ
の
時
期
の
減
価
償
却
に
つ
い
て
み
る

と
、
政
策
的
に
短
縮
さ
れ
た
税
法
の
耐
用
年
数
に
よ
る
定
率
法
範
囲
額
の
償
却
を
実
施
し
、
さ
ら
に
租
税
特
別
措
置
法
の
特
別
償
却
、
割

増
償
却
を
中
心
に
様
々
な
名
目
に
よ
っ
て
償
却
額
を
拡
大
し
た
。
そ
れ
に
加
え
て
、
渇
水
準
備
引
当
金
、
退
職
給
与
引
当
金
な
ど
の
引
当

金
、
準
備
金
が
計
上
さ
れ
た
。
わ
が
国
経
済
の
高
度
成
長
期
に
は
減
価
償
却
、
引
当
金
等
に
よ
る
費
用
の
水
増
が
、
税
法
を
中
心
に
し
て



保
障
さ
れ
、
こ
れ
を
根
拠
に
独
占
的
な
高
利
潤
を
蓄
積
し
、
電
力
設
備
の
拡
大
を
は
か
っ
た
。
こ
の
電
力
企
業
の
高
蓄
積
は
、
電
気
料
金

の
政
策
的
な
値
上
げ
と
と
も
に
電
力
設
備
の
大
容
量
化
、
高
電
圧
化
、
集
中
化
に
よ
る
合
理
化
の
徹
底
に
よ
っ
て
実
現
さ
れ
た
。
徹
底
し

た
合
理
化
投
資
に
よ
っ
て
収
益
力
を
よ
り
強
化
し
、
内
部
資
金
を
確
保
し
て
、
こ
れ
を
基
礎
に
継
続
的
な
拡
大
、
合
理
化
投
資
を
展
開
し

た

と
こ
ろ
で
、
昭
和
四
八
年
の
石
油
危
機
に
と
も
な
う
不
況
の
も
と
で
は
、
相
対
的
に
収
益
力
が
低
下
し
た
が
、
減
価
償
却
、
引
当
金
の

計
上
に
よ
っ
て
公
表
利
益
を
縮
少
し
低
収
益
性
を
も
っ
ぱ
ら
強
調
す
る
と
同
時
に
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
「
減
価
償
却
不
足
」
を

根
拠
に
定
率
法
償
却
の
制
度
的
な
導
入
、
ま
た
燃
料
費
の
上
昇
を
根
拠
に
総
括
原
価
を
水
増
し
て
、
大
幅
な
電
気
料
金
の
値
上
げ
を
実
現

し
た
。
不
況
期
に
お
い
て
も
醍
策
的
な
料
金
値
上
げ
に
よ
っ
て
収
益
性
を
維
持
し
た
。

戦
後
の
電
力
企
業
は
、
莫
大
な
設
備
資
金
を
基
礎
と
す
る
合
理
化
お
よ
び
独
占
価
格
の
設
定
と
し
て
の
電
気
料
金
の
相
つ
ぐ
値
上
げ
に

よ
っ
て
高
収
益
を
維
持
し
て
き
た
。
こ
の
過
程
で
、
減
価
償
却
は
、
電
気
料
金
の
値
上
げ
の
根
拠
と
な
る
公
表
利
益
の
縮
少
ま
た
総
括
原

価
の
水
増
を
創
出
す
る
と
い
う
重
要
な
役
割
を
は
た
し
、
さ
ら
に
高
収
益
性
の
結
果
も
た
ら
さ
れ
た
利
益
を
費
用
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

企
業
内
に
留
保
し
て
資
金
を
確
保
す
る
と
い
う
役
割
を
は
た
し
て
き
た
。
減
価
償
却
に
よ
る
内
部
資
金
は
、
わ
が
悶
経
済
の
成
長
を
さ
さ

え
る
電
力
需
要
に
対
応
す
る
た
め
の
継
続
的
な
合
理
化
投
資
に
と
っ
て
重
要
な
資
金
源
泉
と
な
っ
た
。

減
価
償
却
は
、

償
却
不
足
の
強

調
、
公
表
利
益
の
縮
少
、
総
括
原
価
の
水
増
、
内
部
資
金
の
創
出
と
い
う
機
能
を
き
わ
め
て
「
適
切
」
に
は
た
し
な
が
ら
資
本
の
蓄
積
過

程
に
組
み
込
ま
れ
て
展
開
さ
れ
て
き
た
。

し
か
も
、
以
上
の
よ
う
な
減
価
償
却
は
、
と
く
に
戦
前
の
減
価
償
却
の
分
析
と
対
比
し
て
考
え
る
と
、

の
と
し
て
展
開
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
前
稿
で
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
第
二
次
世
界
大
戦
前
の
電
力
企
業
の
減
価
償
却
は
、
企
業
の

一
層
制
度
的
に
保
障
さ
れ
た
も

九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
ハ
一
一
了
完
)

ニ
O



九
電
力
企
業
と
減
価
償
却
さ
一
・
完
)

二
O
二

吸
収
合
併
、
水
増
資
産
の
削
減
、
配
当
政
策
、
出
資
財
産
の
評
価
な
ど
に
か
か
わ
る
経
営
政
策
を
展
開
す
る
一
環
と
し
て
実
施
さ
れ
、
企

業
の
資
本
蓄
積
に
と
っ
て
重
要
な
役
割
を
は
た
し
て
き
た
。
し
か
し
そ
れ
は
、
今
日
に
お
け
る
よ
う
に
、
減
価
償
却
が
税
法
、
商
法
を
中

心
と
す
る
制
度
的
な
近
代
会
計
学
の
導
入
の
も
と
で
展
開
さ
れ
た
の
で
は
な
く
、

そ
の
と
き
ど
き
の
経
営
政
策
に
対
応
し
て
実
施
さ
れ

た
。
今
日
で
は
、
弾
力
的
、
政
策
的
な
減
価
償
却
の
実
施
が
制
度
的
に
保
障
さ
れ
、
相
つ
ぐ
料
金
値
上
げ
ま
た
減
価
償
却
資
金
の
創
出
に

よ
る
合
理
化
投
資
の
遂
行
な
ど
に
よ
っ
て
資
本
の
蓄
積
を
実
現
す
る
た
め
に
継
続
的
、
恒
常
的
に
機
能
し
て
い
る
。

(

印

)

拙
稿
「
戦
前
の
電
力
企
業
と
減
価
償
却
一
、
二
完
」
『
立
教
経
済
学
研
究
』
第
三
四
巻
第
一
、
二
号
。

(
宇
ん
)

(
付
記
)

本
稿
は
文
部
省
科
学
研
究
費
〔
総
合
研
究
A
〕
補
助
金
に
基
づ
く
研
究
報
告
の
一
部
で
あ
る
@




